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要     約 

 

１．調査概要 

 調査背景 

人材育成支援無償事業（以下「JDS」）は、「社会・経済開発計画の立案・実施に関わり、当該

国の指導者となることが期待される優秀な若手行政官等の人材育成を行うこと」を目的として

1999 年度より開始された。その後、対象国を広げ、2009 年度は 11 ヵ国を対象としている。 

より効果発現・効率化のために、2009 年度事業より、段階的に新しい制度による JDS（以下「新

方式」）が導入されることとなり、2009 年度は、2010 年度事業の新制度導入に向けて、既存の

JDS 対象国であるベトナム（以下「ベ国」）、カンボジア、バングラデシュの 3 ヵ国の他、新たに

スリランカを加えた 4 ヵ国において同様の調査を実施することとなった。 

 調査目的 

本調査の主な目的は次のとおりである。 

 各対象機関から応募承認された応募者に対する必要な選考を行い、最終的な留学候補者を決

定する。その過程で、調査団と対象機関関係者との協議、受入大学の教員と現地関係者との

協議を通じて得た情報に基づき、受入大学の参画を得て各サブプログラム基本計画の最終案

を作成する。 

 その結果等に基づき、適正な受入人数案、事業実施期間中に一貫して実施される受入大学に

よる特別プログラムの内容・経費規模を検討し、次年度以降に実施される 4 期分の留学生受

入に関する事業規模案（事業計画案）の算定を行う。 

 

調査手法 

 本調査の中で、2009 年 7 月から 2009 年 11 月までベ国において現地調査を実施した。 

 2009 年 8 月： 調査方針の確認 

(1) 日本の援助方針、べ国の開発ニーズに合致するサブプログラム/コンポーネントの設定 

(2) 各サブプログラム/コンポーネントに対する教育プログラムを有する本邦受入大学の配置

案の確定 

(3) 事業運営主体としての主管省庁の決定（教育訓練省（実施機関）） 

(4) 各サブプログラム/コンポーネントに対応する対象機関の選定 

(5) 各サブプログラム/コンポーネントを主管する省庁（課題別主管省庁）の選定 

(6) 実施体制の確認 

 2009 年 8 月から 11 月： 第 1 バッチの留学候補者の募集・選考 

 2009 年 10 月： 各サブプログラムの事業計画（サブプログラム基本計画）の策定 

 2009 年 11 月： 事業規模の決定 
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 調査結果  

 

ベ国におけるコンポーネント一覧 

サブプログラム 
コンポーネン

ト 

主管

省庁 

課題別 

主管省庁
対象機関 大学 研究科 

受入

予定

人数

一橋大学 

国際公共 

政策大学

院 

アジア 

公共政策 

プログラ

ム 

4 

１－１． 

成長促進 

ための 

制度整備 
計画投資

省 

計画投資省 

商工省 

財務省 

国家銀行 

教育訓練省 

国際基督

教 

大学大学

院 

アーツ・ 

サイエン

ス研究科 

3 

１．経済成長促

進・国際競争

力強化 

１－２． 

運輸交通 

・都市開発 運輸交通

省 

運輸交通省 

建設省 

ハノイ市人民委員

会 

ホーチミン市人民

委員会 

教育訓練省 

広島大学 

大学院 

国際協力 

研究科 
4 

２．生活・社会面

の向上と格

差是正 

２． 

農業農村 

開発政策 

農業農村 

開発省 

農業農村開発省 

国立農業政策立案

所 

教育訓練省 

九州大学 

大学院 

生物資源 

環境科学

府 

4 

３．環境保全 ３．環境 

天然資源 

環境省 

天然資源環境省 

計画投資省 

国立科学技術 

アカデミー 

農業農村開発省 

商工省 

教育訓練省 

筑波大学 

大学院 

生命環境 

科学研究

科 

5 

名古屋大

学 

大学院 

法学研究

科 
3 

４－１． 

法制度整備 
司法省 

司法省 

最高裁判所 

最高検察庁 

商工省(※) 

教育訓練省 

神戸大学 

大学院 

国際協力 

研究科 
2 

４．ガバナンス

強 

  化 

４－２． 

行政改革 

教
育
訓
練
省 

内務省 

内務省 

国家監査院 

地方人民委員会 

国会事務局 

ホーチミン国家政

治行政学院 

教育訓練省 

明治大学 

大学院 

ガバナン

ス 

研究科 

5 

 

妥当性の検証 

検証の結果、ベ国が JDS を通じた人材育成の必要性に基づき設定されたサブプログラム／コン

ポーネントは、べ国開発課題や我が国の援助計画における援助重点分野に合致したものであると

言える。 
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人材育成に関するプロジェクトにおいては長期的な視点でその効果が発現されると想定される

ため、案件目標、特にプロジェクト終了時の達成目標であるプロジェクト目標は、当該開発課題

の解決に必要な知識の習得に留まらざるを得ないが、留学生が習得した知識を帰国後効果的に活

用することや、活用する機会や職務が所属機関によって与えられることによって、究極的には「母

国の開発課題解決に貢献し活躍すること」に帰結することが期待される。 

プロジェクト目標の達成度を測る尺度としての指標は以下の通りである。 

・ 帰国留学生の修士号取得 

・ 帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

指標「帰国留学生の修士号取得」については、これまで実施されてきた JDS 事業募集時におけ

る事業趣旨に合致した人材や募集分野に関連する機関をターゲットにした応募勧奨、学問的基礎

知識や学習能力、基本的な素養をも踏まえた選考、そして来日後の留学生への各種サポートや定

期的なモニタリングによって、高い成業率を達成してきた。なお、2009 年 10 月時点での JDS 事

業全体の成業率は 99% に達する。 

また、指標「帰国留学生の当該政策作成・制度構築に関連する部署への配属」について、留学

生の応募時の所属機関への復職という観点では、従来方式の JDS の見直しに伴い対象が公務員に

限定され、対象機関と留学生との間で帰国後数年間の復職義務について派遣前に取り決めがなさ

れている省庁もある。課題別主管省庁のひとつである計画投資省では、留学前に同省と本人との

間で覚書を取り交わし、学位取得後 6 年間、同省での勤務が義務付けられている。 

 

 概略事業費 

 JDS を実施する場合に必要となる事業費総額は、3.60 億円となる。ただし、この額は交換公文

上の供与限度額を示すものではない。 

（１） 日本側負担経費 

    3.60 億円（平成 22 年度事業 3 ヵ年国債） 

（２） ベ国負担経費 

なし 

（３） 積算条件 

① 積算時点  ： 平成 21 年 10 月 

② 為替交換レート：1US$＝95.44 円 

           ：1US$＝17,786 円 

   ③事業実施期間 ：事業実施期間は、実施工程に示したとおり。 

   ④その他    ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

２．提言 

本調査を通じて得られた課題・提言は、下記の通りである。 

 

（１） 対象機関の設定について 

第 1 バッチの募集期間中に、商工省をコンポーネント「法制度整備」の対象機関とすることが

同省より提案され、運営委員会で検討の結果、同省を対象機関とすることが承認された。 
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JDS 新方式では、育成すべき対象者や対象機関を絞り込みにより、実施効果の向上を目指して

いることから、対象機関を固定することが望まれるが、2-1-1 項で述べた対象機関への調査を引き

続き実施し、次年度以降の対象機関について整理し、各省庁の役割を運営委員会で再度確認する

ことが望ましい。 

 

（２） 省庁内公募について 

対象省庁内の窓口を原則として国際協力局および組織人事局としているものの、省庁内部での

連携不足や情報伝達方法の問題から、公募情報は十分に伝わっていない省庁が散見された。来年

度は、コンポーネント毎に主要な対象省庁には一定の推薦枠を与えることによって、対象省庁が

責任をもって候補者を推薦できるようにすることが望ましい。また、より多くの応募者を確保す

るためにも、多くの公務員が購読しているベトナム語新聞・機関紙等に公募情報を掲載すること

を教育訓練省が検討する必要があると考える。 

 

(3)募集期間について 

今年度は調査スケジュールの都合上、約 1 ヶ月程度の募集期間しか設けることができなかった

ため、適度な競争を確保するのに必要な応募者数の確保が大きな課題となった。次年度以降、無

償本体 JDS の設計に際しては、対象(推薦)機関における諸手続きや応募書類作成等に要する時間

を考慮の上、対象(推薦)機関に対する事前説明実施や内部承認手続き期間を約 1 ヶ月程度確保し、

応募者の募集期間を少なくとも 1 ヶ月半以上確保することが望ましい。 

 

（４）追加選考の実施について 

行政改革コンポーネント（受入上限人数 5 名）は総合面接の結果、英語力不足を主な理由に、上

位 4 名のみを合格とし、同時に受入上限人数を確保するため、教育訓練省が管理する「海外留学

候補者リスト」から JDS 事業の趣旨に合致した留学候補者を選出し、追加選考を行うことが第 2

回運営委員会で提案され、実施した。①正規のプロセスによる応募・選考と追加選考との公平性、

透明性の確保及び②本追加選考に伴う対象機関の追加における関係者間の合意取付のプロセスな

どの課題も挙げられる。次年度は先方政府の募集時の責任を明確にし、対象機関は英語能力のあ

る人材の一定数以上の応募者する方式にすることが望ましい。 
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第1章 JDS の背景・経緯 

 

1-1. JDS の現状と課題 

 

1-1-1. JDS における現状と課題 

 

人材育成支援無償事業1（以下「JDS」）は、市場経済への移行に不可欠な法整備、経済・経営

等の分野で人材育成への需要を抱えている開発途上国に対して、「社会・経済開発計画の立案・実

施に関わり、当該国の指導者となることが期待される優秀な若手行政官等の人材育成を行うこと」

を目的として 1999 年度よりウズベキスタン及びラオスの 2 ヵ国で開始された。その後、対象国

を広げ、2009 年度は 11 ヵ国2を対象としている。2009 年度までに JDS を通じて来日した留学生

は累計で 2000 名を超える。 

過去 10 年間の JDS 全体としては「留学で得た成果を自国において様々な形で活用し、自国の

発展に貢献している」と相手国政府関係者より高い評価を得ているが、より効果発現・効率化の

ために以下のような見直しが必要となっていた。 

・ 国別援助計画を踏まえた対象受入分野の絞り込み 

・ 育成すべき対象者・対象機関の選定 

・ 質の向上のための、同一大学による継続的受け入れ 

 

このような背景から、2008 年度より段階的に新しい制度による JDS（以下「新方式」3）が導

入されることとなり、昨年度はウズベキスタン、ラオス、モンゴルに加え、新規対象国であるタ

ジキスタンの 4 ヵ国を対象に新方式導入のための協力準備調査（計画策定調査）が実施された。

同調査は、現地調査を通じて先方政府のニーズを把握するとともに、当該国における国別援助計

画、JICA プログラムを踏まえたプロジェクトを形成することを目的として実施された。2009 年

度は、既存の JDS 対象国であるベトナム（以下「ベ国」）、カンボジア、バングラデシュの 3 ヵ国

の他、新たにスリランカを加えた 4 ヵ国において同様の調査を実施することとなった。 

なお、ベ国では 2000 年度より JDS が開始され、2009 年 10 月時点で 276 名（うち 203 名が帰

国済み）の JDS 留学生を日本に受け入れている。 

 

 

 

 

                                                  
1 人材育成支援無償事業：現在 11 ヵ国を対象に我が国無償資金協力により実施されている人材育成（留学）スキーム。英文名

称は、Japanese Grant Aid for Human Resource Development Scholarships(JDS) Program 
2 ウズベキスタン、ラオス、ベトナム、カンボジア、バングラデシュ、モンゴル、ミャンマー、中国、フィリピン、キルギス、

タジキスタンの 11 ヵ国 
3 新方式：日本の援助方針（援助重点分野等）や対象国の有する開発課題・人材育成ニーズ等に基づき、対象国毎にサブプログ

ラム/コンポーネントを策定し、その上でサブプログラム/コンポーネントへの取り組みに適した対象機関（中央省庁等）、本邦の

受入大学を選定し、留学生の派遣を行う方式。4 ヵ年（4 期の留学生）を１つのパッケージとして、4 ヵ年にわたり同一のサブ

プログラム/コンポーネント・対象機関・受入大学の下で留学生を派遣することにより、中核的人材の政策立案・事業管理等の

能力が向上し、ひいては対象機関の政策立案等の能力を向上させるもの。また、受入大学は 4 ヵ年にわたり同一の対象国・対

象機関の留学生を受け入れることにより、対象国に適した教育プログラムを提供することが可能となる。 
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表 1 ベ国 過去の JDS 実績（2009 年 10 月現在） 

 

 

JDS の目的である「若手行政官の育成」を達成するためには、JDS 留学生の選考において適切

な人選がなされる必要がある。2006 年度（2007 年度来日。以下同じ）からは新たに公務員限定

分野（2 分野：公共政策、国際関係）を設定し、若手行政官育成に主眼を置いて募集・選考を行

っている。また、育成した若手行政官が母国の社会経済開発における課題の解決に貢献するため

の必要条件となる帰国後の定着率の向上についても現地の JDS 関係者の間で検討され、応募時の

所属機関への復職の可能性がより高い公務員の合格者を確実に獲得できるよう 2007 年度には公

務員限定分野が 3 分野に拡大（公共政策、国際関係、経済）し、更に 2008 年度には 8 分野中 5

分野（公共政策、国際関係、経済、農業、環境政策）（35 名中 21 名）にまで拡大した。 

 

1-1-2. 開発計画 

ベ国では、従来から経済社会の発展の方向性を示す基本文書として「社会経済開発 5 ヵ年計画

（以下｢SEDP4｣）」を作成し、これに基づいて政策の立案・実施が行われている。そして、2001

年には SEDP（2001-2005）に加え、｢社会経済開発 10 ヵ年戦略（以下｢SEDS5｣）（2001-2010）｣

が初めて作成された。2002 年には、上述の戦略文書の策定と並行してアジアで初の貧困削減戦略

文書（以下「PRSP6」）」を策定し、その後、同文書に｢成長｣の要素を明確に盛り込み、経済成長

                                                  
4 SEDP : Socio- Economic Development Plan 
5 SEDS: Socio- Economic Development Strategy 
6 PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper 

分野 
公務員･民間 

セクター比率 
 

来日

年度 受入

人数 
内訳 公 民 

応募時所属

機関への 

復職状況 

（帰国直後）

第 1 期 2001 19 法律、経済、経営、農業、IT 85% 15% 11/19 

第 2 期 2002 30 法律、経済、経営、農業、IT 67% 13% 18/30 

第 3 期 2003 30 法律、経済、経営、農業、IT 57% 43% 15/30 

第 4 期 2004 30 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策 70% 30% 21/30 

第 5 期 2005 30 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策 54% 46% 26/30 

第 6 期 2006 33 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策 56% 44% 24/33 

第 7 期 2007 34 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策、公共政策、

国際関係 
64% 35% 

31 名帰国済

(確認中) 

第 8 期 2008 35 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策、公共政策、

国際関係 
66% 34% 留学中 

第 9 期 2009 35 法律、経済、経営、農業、IT、環境政策、公共政策、

国際関係 
64% 36% 留学中 

合計 276     
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と貧困削減の二つの達成を目的とした｢包括的貧困削減成長戦略文書（以下｢CPRGS7｣）｣を策定

した。 

2006 年 6 月の国会では新しい SEDP（2006-2010）が承認され、同計画を上位計画として、各

地方省・市やセクター省庁は各々開発計画を策定している。 

主な戦略、計画は以下のとおりである。 

 

（１） 社会経済開発 10 ヵ年戦略（SEDS）（2001-2010） 

SEDS（2001-2010）では、2020 年までに工業国への転換を遂げるとのビジョンを掲げ、①国

際経済社会への一層の統合及び工業化・都市化の進展による年平均 7%の経済成長の達成、②公平

性確保のための地域間格差是正と貧困削減を主要政策目標としている。 

 

 

社会経済開発 10 ヵ年戦略（SEDS）（2001-2010） 

（１）戦略的目標 

【経済指標】 

GDP 倍増 

農林水産業 4.0－5.0%、工業 10－15%の生産拡大、サービス業 7－8%成長（年平均） 

GDP シェア：農林水産業 16－17%、工業 40－41%、サービス業 42－43% 

【人間開発指標】 

人口増加率 1.1－1.2%、飢餓・貧困撲滅、都市・農村の失業問題解決、熟練労働者層育成

（30%）、中等教育普及、幼児栄養失調低減（20%）、平均寿命向上（71 歳）、科学技術振

興、経済・社会インフラ整備、社会主義市場経済の制度確立 

（２）開発のアプローチ 

・ 社会的衡平と環境保護と両立する迅速・効果的かつ持続可能な成長 

・ 工業国の基礎造り 

・ 社会主義的市場経済化に向けた諸改革の促進 

・ 国際経済への統合の中での自立した経済の確立 

・ 経済・社会的側面と国家安全保障の結びつき強化 

 

（２） 社会経済開発 5 ヵ年計画（SEDP）（2006-2010） 

SEDP（2006-2010）では、持続的な経済発展により 2010 年までの低所得国からの脱却を目標

に、「経済」「社会」「環境」を柱として高成長、生活改善、工業化・近代化のための基盤形成と「知

識ベース経済」の発展、政治・秩序・治安の安定、国際社会における地位向上を目指すとしてい

る。 

また、本戦略は CPRGS の要素を統合して作成され、世界銀行もこれを PRSP として認知して

いる。 

 

 

                                                  
7 CPRGS: Comprehensive Poverty Reduction and Growth Strategy 
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社会経済開発 5 ヵ年計画（SEDP）（2006-2010） 

（１）主要目標 

・ 経済成長の速度を速め、経済発展の効果と持続性を高める大きな変化を生み出し、以

てベ国を低開発状態から早期に脱却せしめる。 

・ 国民の生活を物質的・文化的・精神的に大きく改善する。 

・ 工業化・近代化を推し進め、知識集約型経済を発展させ、2020 年までに近代化された

工業国家とするための基礎作りを行う。 

（２）経済面における具体的目標 

GDP 年平均成長率：7.5～8％ 

2010 年の GDP：2000 年比 2.1 倍以上の 940～980 億米ドル 

１人当り GDP：1,050－1,100 米ドル 

農林水産業成長率：3～3.2％／年、工業・建設業成長率：9.5～10.2％／年、サービス業成

長率：7.7～8.2％／年 

国家予算の GDP 比率：約 21～22％ 

各産業の GDP 比率：農林水産業約 15～16％、工業・建設業約 43～44％、サービス業約

40～41％ 

総輸出額：年 16％増、2010 年の一人当たり輸出額：770～780 米ドル（2005 年の 2 倍）

（３）社会面における具体的目標 

人口増加率 1.14%、800 万人の雇用創出、貧困率 10%、栄養不良児 10%、平均寿命 72 歳 

（４）環境面における具体的目標 

森林比率 42～43％、都市部の人口の 95%・農村部の人口の 75%に水資源供給、企業の 50%

以上が環境基準を満たす 

 

1-1-3. 社会経済状況 

 

ベ国は、8,600 万人の人口を有し、東南アジアではインドネシア、フィリピンに次ぐ人口規模

の社会主義国である。1976 年の南北統一以来、国家・社会の指導的勢力とされている共産党によ

る一党支配が堅持されている。 

1986 年に開かれた第 6 回共産党大会でドイモイ（刷新）政策が採択されて以降、その後一貫し

て市場経済化を通じた経済改革及び対外開放政策が進められており、2006 年 4 月の第 10 回共産

党大会では、ドイモイ路線の継続と共に、工業化・近代化を進め、2010 年までの達成目標として、

低所得国から脱却することを掲げている。また、2004 年から本格的に加盟交渉を進めてきた WTO

への加盟を 2006 年に果たしたことによって、対外貿易、投資をこれまで以上に活性化させ、成

長を加速させるだけでなく、ベ国の体制・制度の多くを国際的なルールや基準に適応させるため

に、単なる法体系や行政手続きの整備にとどまらず、政治を含む幅広い領域での変容を迫られて

いる。 

現在の社会経済状況に関する懸念事項としては、汚職、行政改革、鳥インフルエンザ等感染症、

自然災害、都市部と農村部における社会経済格差、人権問題等が挙げられる。 
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1-2. 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

 

上述の通り、8,600 万人の人口を有するベ国は経済発展の潜在的可能性が高く、メコン地域の

発展の牽引役として更なる地域経済統合と連携を促進する上でも同国の重要性は確実に高まって

いる。2010 年までの低所得国からの脱却、2020 年までの工業国への転換を目標とし、また市場

経済体制の確立や国際経済統合の中での国際競争に生き残るため WTO 加盟を果たしたことで、

あらゆる場面でグローバルスタンダードの視点が求められる中、国の重要政策に係るマスタープ

ラン（総合的な基本計画）や個別の政策を策定・実施できる能力を持った人材、中でも社会経済

開発の基盤を支える若手行政官の育成が急務となっている。これら若手行政官の育成は、ベ国の

直接的な発展に貢献するだけでなく、ASEAN 諸国のバランスのとれた経済発展、東アジア域内

協力の深化、域内の平和と安全の確保、基本的価値の共有とこれらに基づく日本との緊密な関係

の維持・強化に寄与するものと考えられる。 

このような背景のもと、ベ国政府では 2000 年度以降、無償資金協力による人材育成プロジェ

クトの実施につき我が国政府に対し要請を行っており、現在に至るまで継続的に協力を実施して

いる。 

 

1-3. 我が国の援助動向 

 

ベ国に対する経済協力は、1978 年末のベ国によるカンボジア侵攻により一時中断したものの、

1991 年 10 月のカンボジア和平合意を受けて、1992 年に本格的に再開された。2007 年度末時点

での対ベ国協力額の累計は、技術協力 776 億円、無償資金協力 1,238 億円、有償資金協力（円借

款）1 兆 2,911 億円にのぼり、現在、日本はベ国にとって最大の援助国となっている。無償資金

協力事業については、これまで BHN 分野及び社会開発分野を中心に支援を行ってきており、近

年では、「貧困農民支援」、「中部高原地域地下水開発計画」、「フエ中央病院改善計画」、「第二次北

部山岳地域初等教育施設整備計画」、「国立衛生疫学研究所高度安全性実験室整備計画」（鳥インフ

ルエンザ対策の対応）等を実施している。 

表 2 我が国の援助実績 

単位：億円 

援助形態 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 累計 

円借款 793.30 820.00 908.20 950.78 978.53 12,911.44

無償資金協力 56.50 49.14 44.65 30.97 21.19 1,238.26

技術協力 55.77 57.11 56.61 52.75 51.98 775.99

出典：外務省 HＰより 

（注 1） 円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

（注 2） 技術協力においては、JICA が実施している技術協力事業の実績 

 

以下は我が国がベ国に対して実施している類似の留学生事業に関する主な実績である。 

 

（１） ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP） 

2001 年度に創設された大学院レベルの奨学金プログラムであり、ベ国からは初年度より受入が
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行われている。 

① 目的：アジア諸国等の将来のナショナル・リーダーとして活躍が期待される若手行政官

などを日本に招聘し、日本に対する理解を深めることを通じて世界各国の指導者などの

人的・知的ネットワークを創り、日本を含む諸国家間の有効関係の構築、政策立案機能

の向上に寄与すること 

② 専攻分野：行政、ビジネス、法律、地方行政、医療行政 

③ 学習言語：英語 

④ 期間：1 年間（修士課程） 

⑤ 主な資格要件：（年齢）40 歳以下 

（学歴）学部卒以上（もしくは同等以上） 

（職歴）3－5 年以上の実務経験 

⑥ 候補者の選考方法：対象国の推薦機関からの推薦制 

⑦ 受入実績：2001 年度より合計 15 名（詳細は表 3 の通り） 

表 3 YLP によるベ国からの受入実績 

年度 
2001～

2003 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 合計 

人数

（人） 
5 0 2 1 2 1 4 15 

(出典：在ベ国日本国大使館より情報収集) 

 

（２） 文部科学省国費外国人留学生制度 

1954 年度に創設された制度であり、ベ国からは 1980 年度より受入を開始している。現在は「研

究留学生」、「学部留学生」、「高等専門学校留学生」、「専修学校留学生」、「日本語・日本文化研修

生」、「教員研修留学生」の受入を実施しており、「研究留学生」が大学院レベルとなる。 

① 目的：日本と諸外国との国際文化交流を図り、相互の友好親善を促進するとともに、諸

外国の人材養成に資すること 

② 専攻分野：大学の専攻分野と関連があり、日本で学習可能な分野 

③ 学習言語：原則日本語 

④ 期間：標準修業年限（正規の過程を終了するのに必要な期間） 

⑤ 主な資格要件：（年齢）35 歳以下 

（学歴）学部卒以上（もしくは同等以上） 

（職歴）不問 

⑥ 候補者の選抜方法：在外公館による推薦制、大学による推薦制 

⑦ 受入実績：1980 年度より受入を開始し、その内 2004 年度以降の研究留学生の受入は合

計 166 名（詳細は表 4 の通り） 

 

表 4 文部科学省国費外国人留学生制度によるベ国からの受入実績 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 合計 

人数

（人） 
25 25 26 26 24 40 166 

(出典：在ベ国日本国大使館より情報収集) 
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1-4. 他ドナーの援助動向 

 

ベ国において類似事業を実施するドナーとしては、表 5 のとおりアメリカ、ベルギー、豪州等

が挙げられる。全て無償による支援であるものの、各事業の目的や対象者等は様々であり、JDS

と同様、政府職員を主たる対象とした人材育成を目的として実施しているものもある。 

 

表 5 他ドナーの人材育成等の事業 

 

プログラム/ 

プロジェクト 
国名 概要 

Fulbright Program in 

Vietnam (Vietnamese 

Student Program)  

アメリカ 

① 目的：学術・文化交流を通じた相互理解促進。 

② 要件：ベ国国民であること。最低１年間の職務経験を

有すること。 

③ 取得学位：修士 

④ 分野：アメリカ文学、アメリカ学、経営、コミュニケ

ーション学、地域・都市計画、開発経済、経済、教育、

環境学、美術・演劇、国際関係、ジャーナリズム、法

律、図書館学、情報技術及び情報システム管理、公共

行政、公衆衛生、公共政策、社会福祉、非英語話者へ

の英語教育法(TESOL)、女性学/ジェンダーと開発 

⑤ 人数：20～25 名程度 

Vietnam Education 

Foundation 
アメリカ 

① 目的：ベ国の科学技術力向上に寄与する国際教育交流

プログラムを通じた、アメリカとベ国の関係強化。 

② 要件：ベ国国民であること。科学技術系の学士を有し

ていること。 

③ 取得学位：修士・博士 

④ 分野：自然科学分野、工学分野 

Belgian bilateral 

scholarships 
ベルギー 

① 目的：貧困削減、持続可能な発展への貢献。 

② 要件：ベ国国民であること。最低 2 年間の職務経験

を有すること。ベ国の発展に貢献しうる人物。 

③ 取得学位：修士・博士 

④ 分野：環境、水と衛生、廃棄物処理、教育、保健、公

共行政、農業・農村開発 

⑤ 人数：40 名 

Australian 

Development 

Scholarship 

オーストラリア 

① 目的：ベ国の発展に貢献しうる人材の育成。ベ国・オ

ーストラリア両国の関係強化。 

② 要件：優先的公共機関向け（全体の 35％）に応募す

る場合は、当該機関に属し、所属先からの推薦がある

こと。 

③ 取得学位：修士・博士 

④ 分野：ガバナンス、地域開発、域内・国境をまたぐ・

緊急的な課題 

⑤ 人数：150 名 
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第2章 JDS の内容 

 

2-1. JDS の概要 

 

1-1-1 項で述べた通り、JDS は、市場経済への移行に不可欠な法整備、経済・経営等の分野で

人材育成への需要を抱えている開発途上国に対して、「社会・経済開発計画の立案・実施に関わり、

当該国の指導者となることが期待される優秀な若手行政官等の人材育成を行うこと」を目的とし

て実施されている。 

また、JDS の特徴は、個人の留学支援を目的とした従来の留学制度とは異なり、対象国が JDS

の日本側関係機関と協議の上決定する開発重点分野（従来の「受入分野」に相当するものであり、

本協力準備調査に基づいて実施が検討される新方式においては、サブプログラム/コンポーネント

という）に携わる人材育成に主眼が置かれている点にある。 

本協力準備調査では、上述した JDS の趣旨や特徴を念頭に置きつつ、対象国の国家開発計画や

我が国の国別援助計画に基づき設定されたサブプログラム/コンポーネントにおける人材育成ニ

ーズ及び想定される対象機関等における候補者の有無等の調査を行い、その結果に基づき 4 ヵ年

を 1 つのパッケージとした JDS の事業規模と、各サブプログラム/コンポーネントの事業計画（サ

ブプログラム基本計画）の策定を行うものである。 

以下、JDS の実施体制について述べる。 

 

2-1-1. JDS の実施体制 

 

（１） 運営委員会 

JDS の実施体制については、2009 年 7 月より実施された協力準備調査における現地調査の協

議において、資料 4 に基づき運営委員会の実施体制及び機能や役割、ベ国政府の負担事項等が説

明され、ベ国政府関係者の了承を得た。また、同協議において、教育訓練省国際教育開発局（以

下「VIED8」）を運営委員会に加えることが、運営委員会のベ国側共同議長を務める同省国際協力

局より提案された。VIED には外国政府からの奨学金事業等の情報が集約され、VIED はベ国に

おいて留学生派遣を推進する局であるため、JDS 留学生の募集・派遣においても積極的な役割を

果たすことが期待されることから、同局を運営委員の構成メンバーとすることで合意した（図 1

参照）。 

運営委員会は、ベ国側委員（教育訓練省（国際協力局、高等教育局、計画財務局、国際教育開

発局）、計画投資省）及び日本側委員（在ベ国日本国大使館、JICA ベ国事務所）にて構成され、

JDS の実施・運営について協議を行うことで合意に達した。 

なお、運営委員会の機能･役割は JDS 運営ガイドラインに基づき、以下の通りである。 

 

ア. 事前調査における本事業計画策定協議への参加： 

・ ベ国の開発計画、日本の対ベ国援助方針等に基づき JDS にて取り組むべき重点分野（サ

                                                  
8 VIED: Vietnam International Education Development 
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ブプログラム）および開発課題（コンポーネント）の設定を行う。 

・ 各コンポーネントに関連の深い省庁・機関を課題別主管省庁として任命し、JDS の 4 カ

年計画であるサブプログラム基本計画策定に対する協力を促す。 

・ 課題別主管省庁及び受入大学と協議を行いながらサブプログラム基本計画を策定する。 

イ. 留学生最終候補者の決定： 

・ 運営委員会にて選考方針を決定の上、円滑な選考実施に当たって必要となる協力を行う。 

・ 最終選考（総合面接）の実施とその後の運営委員会における最終候補者の決定を行う。 

ウ. 帰国留学生の有効活用の促進およびフォローアップ： 

・ プロジェクト効果発現を目指して帰国生の活用策を検討し、フォローアップを行う。 

エ.  その他本事業の運営管理に関する検討： 

・ その他、事業の運営管理に必要な事項について検討する。 

 

 

図 1 ベ国運営委員会 

 

（２） 主管省庁・課題別主管省庁・対象機関 

JDS 新方式では、サブプログラム/コンポーネント毎に当該開発課題に関連の深い行政機関（対

象機関）をターゲットとして定め、応募者は対象機関に所属する正職員に限定して対象機関の人

材を集中的に育成できるよう募集の段階、すなわち事業の入口部分で方向付けすることで、JDS

の実施効果の向上を目指している。また、各サブプログラム/コンポーネントにおける課題の解決

に向けて、より中心的な役割を担うことが想定される行政機関を「課題別主管省庁（Leading 

【共同議長】 

教育訓練省 国際協力局 

Ministry of Education and Training 

【共同議長】 

在ベ国日本国大使館 

Embassy of Japan in Vietnam 

教育訓練省 

高等教育局、計画財務局、 

国際教育開発局 

Ministry of Education and Training 

【事務局】 

JICAベ国事務所 

JICA Vietnam Office 

ベ国側 2機関 日本側 2機関 

計画投資省 

Ministry of Planning and Investment 
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Organization）」として対象機関の中から選定した。課題別主管省庁は、サブプログラム基本計画

の策定やコンポーネント毎の受入大学との協議を行う際に主体的な役割を担うことが期待されて

おり、各コンポーネントにおけるオーナーシップの発揮や受入大学との関係強化を目指している。

また、これら課題別主管省庁を取りまとめ、応募勧奨の協力依頼や受入大学との協議を行う省庁

への依頼・調整等の JDS 実施促進の役割を担う「主管省庁（Managing Organization）」を教育

訓練省が務めることとなった。同省は、JDS 開始以来運営委員会議長を務め、JDS に積極的に関

与してきた経験から、課題別主管省庁に対する働きかけや調整を十分に行ってきた。 

なお、対象機関については前述の通り、サブプログラム/コンポーネント毎に関連の深い行政機

関を対象機関として設定しているが、教育訓練省より、公立の大学教員は留学で得た知識を多く

の人に伝達できる点で、全てのコンポーネントにおいて重要な役割を果たし得る可能性が高いこ

とから、全コンポーネントの対象機関としたいとの要望により、全ての公立大学関係者からの応

募を認めることが協議において合意された。 

このほか、対象機関に対しては、表 6 の通り選定された各サブプログラム/コンポーネントの対

象機関の状況（応募資格要件を満たし得る潜在的な候補者数、人材育成計画及びニーズ、当該機

関における課題等）を確認するため、以下の通り質問票による調査を実施した。 

(a) 調査方法 

事前に質問票を送付の上で、対象機関を往訪し、（ｂ）に関するヒアリング、または質問票

の取り付けを行った。 

(b) 調査内容 

① 組織としての役割、課題、研究ニーズ 

② 潜在的候補者の有無（正規職員数、対象年齢者数、学士号取得率等） 

③ 語学力 

④ 帰国後の復職の可能性 

(c) 調査を実施した機関 

課題別主管省庁を含む対象 19 機関9に対して、訪問による聞き取り、及び質問票取り付け

による調査を行い、その内 14 機関より回答を得た。但し、回答を受領した機関においても、

部分的な回答にとどまるものが散見された。 

(d) 調査結果概要 

① 組織としての役割、課題、研究ニーズ 

今回調査対象となった対象機関が示した「開発課題ニーズ」は、JICA ベ国事務所が作成し

た「想定される開発課題」に沿ったものであり、先方政府内に潜在的な応募者が存在する

ことが確認された。たとえば、「行政改革」コンポーネントの課題別主管省庁である内務省

は、行政改革の中の公務員制度改革に注力しており、公務員評価システムについて研究計

画を作成している応募者を推薦している。帰国後には修士論文を政策ペーパーとして取り

扱い、これをベースに省内で検討し、導入を計画する案も示された。また、「法制度整備」

コンポーネントの課題別主管省庁の司法省では、省内で他の奨学金プログラムとのバラン

スを考慮した上で、国際関連法、民法等、法分野を絞り JDS に応募する仕組みをとってお

                                                  
9 計画投資省、商工省、財務省、ベトナム国立銀行、運輸交通省、建設省、ハノイ市人民委員会、ホーチミン市人民委員会、農

業農村開発省、国立農業政策立案所、天然資源環境省、ベトナム国立科学技術アカデミー、司法省、最高裁判所、最高検察庁、

内務省、国家監査院、国家行政学院、ホーチミン国家政治行政学院 
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り、計画的な人材育成方針に基づき省内で選定される可能性が高いことが明らかとなった。 

 

② 潜在的候補者の有無 

JDS への応募可能年齢である 35 歳以下の若手行政官について調査を行ったが、各省庁に

おける人的規模の統計データに関しては、人事局でタイムリーに情報整備がなされていな

いことが明らかとなり、対象 19 機関中、正規職員数についての回答を得られたのは 6 機関

のみであった。応募資格要件を満たし得る潜在的候補者の有無について正確な情報を得る

ことができなかったものの、回答があった 6 機関について各機関の総職員数が 86,388 人で

あるのに対し、JDS 対象年齢者数は少なくとも 12,425 人以上が在籍していることが明ら

かとなった。ベ国ではこれまで公務員登用試験制度が確立していなかったが、近年国家統

一の公務員登用試験等も整備され、徐々に大学学士号取得者の公務員登用が増えてきてい

る。また、すでに学士号取得済の公務員に対して、キャリアアップも含め修士号、博士号

取得を奨励している機関もあることから、応募資格要件を満たす若手行政官が相当程度以

上存在することが期待できる状況である。 

 

③ 語学力 

各対象機関において、公務員の語学力（JDS 基準：TOEFL500 点、IELTS5.0 点）不足が

指摘され、語学力が障害となって応募を躊躇する状況であることが把握できた。今年度の

調査から明らかになったこととしては、実際の応募者のうち JDS の基準点を満たしていな

い者が全体の 40％に上っており、前年度（民間人を含む）の 30％を大きく上回る結果と

なった。しかしながら、一部機関では独自に語学研修を開始したり、IELTS 試験を職員に

課したりする機関もあり、公務員の英語力向上に向けてさらに多くの省庁でこのような取

り組みが行われることが期待されており、各省庁から選抜された次世代の若手行政官を育

成する共産党プログラム 165（人材育成）においても、英語の集中研修が実施されている

ことから、次年度以降の潜在的応募者の英語力の底上げが期待できる。 

 

④ 帰国後の復職の可能性 

公的奨学金を得て留学し学位を取得した場合、所属機関によって期限は異なるが、帰国後

複数年の復職義務が制度化されている機関があることが明らかとなった。JDS を公務員限

定の事業とすることで、基本的に帰国後の所属機関へ復職することが確認された。 
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表 6 ベ国におけるサブプログラム/コンポーネント一覧 

 

サブプログラム コンポーネント 
主管

省庁 

課題別 

主管省庁 
対象機関 大学 研究科 

受入

予定

人数

一橋大学 

国際公共 

政策大学院 

アジア 

公共政策 

プログラム

4 

１－１． 

成長促進 

ための 

制度整備 

計画投資省

計画投資省 

商工省 

財務省 

国家銀行 

教育訓練省 

国際基督教 

大学大学院 

アーツ・ 

サイエンス

研究科 

3 

１．経済成長促

進・国際競争

力強化 

１－２． 

運輸交通 

・都市開発 運輸交通省

運輸交通省 

建設省 

ハノイ市人民委員会 

ホーチミン市人民委

員会 

教育訓練省 

広島大学 

大学院 

国際協力 

研究科 
4 

２．生活・社会面

の向上と格差

是正 

２． 

農業農村 

開発政策 

農業農村 

開発省 

農業農村開発省 

国立農業政策立案所 

教育訓練省 

九州大学 

大学院 

生物資源 

環境科学府
4 

３．環境保全 ３．環境 

天然資源 

環境省 

天然資源環境省 

計画投資省 

国立科学技術 

アカデミー 

農業農村開発省 

商工省 

教育訓練省 

筑波大学 

大学院 

生命環境 

科学研究科
5 

名古屋大学 

大学院 
法学研究科 3 

４－１． 

法制度整備 
司法省 

司法省 

最高裁判所 

最高検察庁 

商工省(※) 

教育訓練省 

神戸大学 

大学院 

国際協力 

研究科 
2 

４．ガバナンス強 

  化 

４－２． 

行政改革 

教
育
訓
練
省 

内務省 

内務省 

国家監査院 

地方人民委員会 

国会事務局 

ホーチミン国家政治

行政学院 

教育訓練省 

明治大学 

大学院 

ガバナンス

研究科 
5 

（※）コンポーネント「法制度整備」について、7 月に行われた現地調査の協議時においては「商

工省」は対象機関に含まれていなかったが、募集開始後、現地運営委員会にて検討した結

果、対象機関として承認された。 

 

（３） 受入大学 

新方式の JDS においては、受入大学は、専門的見地からプロジェクト実施のパートナーとして

協力準備調査への参画及び後述する特別プログラムの実施等を通じたプロジェクト目的達成のた

めの役割が求められている。 
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(a) 受入大学決定に至る経緯 

本協力準備調査に先立ち、JICA はこれまで JDS 留学生の受入実績のある大学及び新たに受け

入れを希望する大学に対して、対象 4 ヵ国の JDS による想定対象分野/開発課題10を提示し、各大

学より受け入れを希望する国・課題に関して受入提案書の提出を募った。その結果、26 大学 38

研究科から 146 件の提案書が提出された。なお、ベ国 6 件の想定開発課題に対する提案書の提出

状況は、24 大学 33 研究科（新規大学・研究科含む）より、46 件の提案書が提出された。 

各大学から提出された受入提案書の内容やこれまでの JDS 留学生を含む留学生の受入実績等

の項目について、JICA は評価要領11に基づき受入提案書の評価を実施した。その後、協力準備調

査における先方政府との協議において、受入大学案について先方政府と合意に達した（表 6参照）。 

 

(b) 先方政府との協議 

本協力準備調査において、受入大学は JDS の計画・調査段階から主体的・積極的に参画するこ

とにより、対象国の課題に即した受入体制、指導内容を整備し、留学生の母国の実情やニーズを

踏まえた研究への方向付けを行うことにより将来的に研究成果が社会へ還元される可能性を向上

させ、ひいては JDS の事業効果の発現を促進することが期待されている。このため、JDS 留学生

の選考にあたって受入大学教員をベ国に派遣し、候補者の面接を行うとともに、運営委員会や対

象（推薦）機関等の現地 JDS 関係者との意見交換を行った。 

現地 JDS 関係者との意見交換を通して、受入大学は対象国の抱えるサブプログラム/コンポー

ネントにおける課題と人材育成ニーズ、及び対象機関や留学候補者のバックグラウンドを把握し

理解することにより、適切なカリキュラム及び受入体制を検討することが可能になる。また、4

年間継続した JDS 留学生の受け入れによる、対象国・対象機関との長期的な連携関係構築の契機

となることが期待されている。 

協力準備調査への受入大学参画の目的は以下のとおりである。 

・ 現地 JDS 関係者との意見交換で、当該国の抱える課題や人材育成施策に対する認識を共

有すること 

・ 第 1 バッチの留学候補者の選考及び現地 JDS 関係者との意見交換を通じ、サブプログラ

ム基本計画に受入大学の知見を反映すること 

・ 受入大学が対象国のサブプログラム/コンポーネントに特化したプログラム（特別プログ

ラム12）の計画・立案を行うための当該分野課題状況、人材育成ニーズの情報を得ること 

 

上記の目的を果たすため、専門面接の際に現地プロジェクト関係者と派遣大学教員の間で意見

交換が実施された。 

                                                  
10 JICA 及び対象国の政府関係者との協議の結果定められたベ国の援助重点分野課題に関して、課題の背景、関連する JICA 事

業、JDS 事業で想定されるニーズ等を一覧表として作成したもの。 
11 受入大学提案書にかかる評価要領。提案書の記載項目別に評価ポイントを点数化し、JICA 国内事業部と各国 JICA 現地事務

所の担当者によって評価が行われた。なお、受入提案書の記載項目は、①受入可能人数、②当該想定開発課題に対する取組みの

基本方針、③プログラム内容、④当該研究科における受入/指導態勢、⑤過去の JDS 留学生受入の成果、⑥JDS 以外の留学生受

入状況等、⑦当該開発課題における研究・協力実績等である。 
12 特別プログラムとは、既存方式において設置されている「大学教育付帯講座」と新方式に新たに設けられた「研究活動促進

講座」を併せたものであり、授業料とは別に追加的な経費を受入大学に支給し実施されるプログラムのこと。「大学教育付帯講

座」は当該プロジェクトで受入れる留学生に対して、大学内の既存講座の他に、直接的な付加価値を寄与する特別講座・セミナ

ーの実施等を目的とした講座であり、一方「研究活動促進講座」は、対象国の開発課題に特化したプログラムを提供する講座の

ことをいう。特別プログラムの実施については、受入大学は活動計画書及び実施計画書を提出し、JICA と先方政府の協議を経

て実施が決定される。 
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まず、課題別主管省庁協議において、各課題別主管省庁より各機関の役割や当該コンポーネン

トに関連する開発課題、人材育成ニーズ等について、その後各派遣大学教員より各大学・研究科

概要について、それぞれ説明がなされた。その後、派遣大学教員より、ベ国における省庁内での

候補者選定方法、省庁内での英語能力向上に向けての施策、当該コンポーネント応募者が少なか

った理由等について照会がなされ、ベ国側がこれに回答することで大学側は先方政府が抱える課

題やプロジェクトに対する関心やニーズについて確認を行う機会となった。 

これに続く運営委員会協議においては、運営委員会議長である教育訓練省より、現在のベ国政

府における人材育成計画（博士 1,000 人育成計画を含む）の紹介があり、JDS 事業への大きな期

待が表明された。受入大学からは、同人材育成計画に対する質問や、上記の課題別主管省庁協議

において明らかとなった先方政府の課題やニーズに対応するサブプログラム基本計画における活

動（特別プログラムにおいて想定される活動）の概要について説明が行われた。なお、この意見

交換を通し、今後、サブプログラム基本計画には大きな修正が生じないことが確認されたことか

ら、同計画の暫定版について現地関係者の了承が得られた。 

 

(c) 留学生の受け入れ及び帰国後の関与 

JDS 新方式では、受入大学において同一国、同一サブプログラム/コンポーネントにて 4 年間継

続して JDS 留学生を受け入れるため、受入大学は既存のカリキュラムやプログラムに基づいた指

導を行う一方で、対象国の抱える課題に適した内容で且つ留学生の留学前 13、留学中、帰国後に

亘って一貫した特別プログラムの提供を行うことが期待されている。 

特別プログラムの目的は以下のとおりである。 

・ JDS 留学生が当該国のサブプログラム/コンポーネントにおける課題解決のために、より

実践的・具体的な事例紹介等を通じて実践的な知識･経験を習得すること 

・ 特別プログラムにおける活動を通じて、JDS 留学生あるいは対象国 JDS 関連機関が、本

邦及び海外の研究者・機関と将来の活動に貢献するネットワークを構築すること 

 

2-2. 4 ヵ年の事業規模設計 

 

2-2-1. 概要 

 

2009 年 4 月に日本政府が提示した 2010 年度以降 4 ヵ年の各年度の受入人数上限（30 名/年度）

と、受入大学が提出した受入提案書に記載された受入人数上限及び各コンポーネントの解決に最

適なプログラム内容が検討された結果、サブプログラム/コンポーネント毎の 4 ヵ年の受入人数

（案）は調査を通じて資料 5 の通り決定され、これに基づき第 1 バッチの募集・選考が行われた

（資料 7 参照）。 

なお、各年度のサブプログラム/コンポーネント毎の受入人数は各年度ごとに設定されているが、

募集・選考を通じて受入予定人数枠に満たないコンポーネントが発生した場合は、他のコンポー

ネントに受入枠を振替えることにより、各年度の受入人数上限（30 名）まで候補者を選定するこ

とも併せて確認された。 

                                                  
13 1 バッチ目の JDS 留学生を対象にした留学前の特別プログラムの実施については、本協力準備調査契約と無償本体事業契約

の関係上、実施の対象外となっている。 
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2-3. サブプログラム基本計画策定 

 

2-3-1. 概要 

 

サブプログラム基本計画は、ベ国が JDS を通じた人材育成が必要と考えるサブプログラム/コ

ンポーネントにおいて、留学候補者を推薦する対象機関や本邦の受入大学、投入する留学生数及

び期待される成果等について、向こう 4 ヵ年の事業（4 バッチ分の投入）を 1 つのパッケージと

して策定するものである。同計画に基づいて 4 年に亘り同一のサブプログラム/コンポーネント、

対象機関及び受入大学の下で留学生を派遣することにより、中核的人材の政策立案・事業管理等

の能力が向上し、ひいては対象機関の政策立案等の能力を向上させることを目的としている。 

また、各受入大学がベ国の各サブプログラム/コンポーネントの解決に特化して取り組むための

特別プログラムを提供することにより、受入大学とベ国政府機関との関係強化の促進が期待され

ている。なお、サブプログラム基本計画は、協力準備調査における現地調査により最終的に策定

された後、向こう 4 ヵ年受入大学が留学生に対する指導を行う際の指針となるものであり、かつ

4 年後に行われるプロジェクト評価のベースとなるものである。 

 

 

 

ベ国では協力準備調査において対象機関に対する調査や、大学教員派遣時に実施したベ国 JDS

関係者との意見交換等を経て、2-1-1 項にて表 6 に示された 4 つのサブプログラムのそれぞれに

ついてサブプログラム基本計画（案）を策定した。概要は以下の通りである。(資料 6 参照） 

 また、運営委員会との協議の結果、JDS 留学生応募者の資格要件は以下のとおりとし、募集・

選考方法は資料 7 の通り行われた。 

資格要件概要 

① 対象機関において当該分野に従事する正職員 

② 当該分野における専門的業務従事経験が 2 年以上あること 

③ 修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

④ ベトナム国籍を有すること 

⑤ 22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4 月 1 日現在） 

サブプログラム基本計画の主な項目 

1. サブプログラム／コンポーネントの概要 

（1）基本情報 （2）背景（3）我が国の援助との関係 

2. 協力の枠組み 

（1）案件目標 （2）目標の指標 （3）活動 （4）日本側の投入、投入期間・人数 （5）

相手側の投入（6）資格要件 

3. 実施体制 

（1）留学生の受入大学（2）受入大学の国際協力事業の実績（3）プログラム概要 
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⑥ 現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

⑦ 過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得してい

ないこと 

 

サブプログラム 1：経済成長促進・国際競争力強化 

コンポーネント 1-1：成長促進のための制度整備 

ベ国では、外国援助による制度改革とインフラ整備が奏功し、同時に外国企業による対内直接

投資が年々拡大されてきたことにより、持続した経済成長が促進されている。この高成長を維持

し、国家目標である 2010 年までの中所得国化、2020 年までの工業国化を実現するためには、国

際競争力のある民間セクターが育つ基盤が必要である。WTO 加盟によって、WTO ルールに即し

た制度整備と適切な運用は喫緊の課題となっている。また、インフラ整備における民間セクター

活用のための明確なガイドライン（BOT 関連法令、地方投資開発基金関連法令）の策定と適切な

実施（規制監督庁の能力強化と独立性確保も含む）も課題であり、上記課題に対応できる公的セ

クターの人材育成が求められている。 

 

本コンポーネントでは、経済関連省庁の若手行政官を対象に、経済成長促進、国際競争力強化

に資する人材育成を目的に、1 バッチあたり 7 名、4 年で計 28 名を上限とした留学生の受入を行

う。受入大学の提案によると、一橋大学国際公共政策大学院は留学前に同学教員と卒業生との意

見交換会(Alumni Seminar)への参加を促し、帰国後も年 1回行われる Alumni Seminar への参加

を計画している。また、国際基督教大学大学院アーツ・サイエンス研究科は留学前に教員の現地

派遣による経済学・統計学の集中講義を行い、帰国後には、ベトナム経済発展セミナーを実施す

ることが計画されている。また、両大学とも、留学中は経済基礎理論および計量経済学全般にわ

たる幅広い知見を習得するとともに、実務面に直結した実践的な理解を深めることを目的として

いる。 

 それにより、WTO への加盟及び日越 EPA 発効後のより一層の経済統合、貿易円滑化の推進、

計画経済体制から市場経済体制への移行に伴い必要となる各種経済制度整備・運用に係る人材を

育成することが期待されている。 

 

コンポーネント 1-2：運輸交通・都市開発 

ベ国では、経済成長を持続するために、増大する運輸交通需要と急速に進む都市化に的確に対

応し、円滑・安全な物流・人流に資する交通ネットワークを整備することが求められている。 

インフラにおけるハード面の整備促進と同時に、増大する交通インフラ資産の運営・維持管理

にかかる人材育成・質の確保、民間部門活用のための制度整備、交通安全対策、長期的視点での

適切なセクター開発戦略の策定等のソフト面における課題にも適切に対応しなければならない。 

ベトナムでは、急速な経済発展とともに、全国的に都市化が進み、都市問題が近年政策課題の

1 つとなっている。複層的に絡む様々な都市問題に適応できる人材が必要となっている。 

 

本コンポーネントでは、経済成長とともに増大する運輸交通需要と急速に進む都市化に的確に

対応し、円滑・安全な物流・人流に資する交通ネットワークに関し、中長期的に制度設計、政策

策定ができる人材育成を目的に、1 バッチあたり 4 名、4 年で計 16 名を上限とした留学生の受入
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を行う。受入大学の提案によると、留学前に事前準備の為の課題を電子メールを通じて課し、留

学中には運輸交通・都市開発全般にわたる幅広い知見を習得するとともに、都市計画策定、幹線

交通網整備、都市交通整備、交通安全など実務面に直結した実践的な理解を深め、学会・シンポ

ジウム等への参加を促し研究成果に客観的な評価を受ける機会を設ける。また、帰国後には、同

学が行うフォローアップ事業として行われる活動への参加を促すことが計画されている。それに

より、ハード面、ソフト面及び多面的な運輸交通・都市開発に関する政策立案、計画策定に係る

人材を育成することが期待されている。 

 

サブプログラム 2：生活・社会面の向上と格差是正 

コンポーネント 2：農業農村開発政策 

ベ国では、工業化の進展とともに農林水産業の比率は年々減少している。しかし、就業人口の

約半分を同産業が占め、人口の 4 分の 3 が農村に居住し、貧困層が多いことから、農業農村開発

政策は貧困緩和、格差是正のために重要な課題と位置づけられる。 

WTO 加盟に伴い生じている状況を考慮しつつ、地方部貧困層に配慮した政策・制度面の改善及

び技術の向上支援が喫緊の課題となっている。農村部は、食料・原材料の供給、自然環境保全、

都市への人口流入の抑制、工業品の市場という役割を果たしており、他地域の発展にとっても重

要な役割を担っている。 

 

本コンポーネントでは、農業農村開発関連省庁の若手行政官を対象に、JICA 技術協力と JDS

とを有機的に相互連携しながら、農業農村開発政策の立案・運用にかかる人材育成を目的に、1

バッチあたり 4 名、4 年で計 16 名を上限とした留学生の受入を行う。大学教員と農業農村開発省

との意見交換の場において、ベトナムの農林水産業の発展に必要な技術向上のための人材育成を

重視する意向が示されている。受入大学の提案によると、留学前に留学前事前セミナーを企画、

留学中には海外からの講師を含めた実践的な講義の企画、留学中は農学関連全般にわたる幅広い

知見を習得するとともに、論文作成を通じて課題に対する解決策を考察し、実践的な理解を深め、

帰国後にも教育成果普及セミナー等を計画している。それにより、「成長を通じた貧困削減」プロ

セスを継続しつつ、地方部貧困層に配慮した政策・制度面での改善に係る人材を育成することが

期待されている。 

 

サブプログラム 3：環境保全 

コンポーネント 3：環境 

ベ国は、海面上昇によるメコンデルタの水没や、中部地域の台風被害の増加など、気候変動に

より甚大な影響を受ける可能性が最も高い国の１つである。今後も経済成長の進展に伴い、更な

る環境の悪化が懸念されている。一方、中央・地方行政の環境管理体制は非常に脆弱であり、環

境管理は、日本の公害経験に基づいた支援が可能で、既に我が国の支援実績があることから、経

済成長による歪みの是正のために、支援対象とする意義は大きい。 

ベ国政府は 2002 年に京都議定書を批准しており、2008 年 12 月に気候変動対応に関する

National Target Program（NTP）が政府内の手続きを経て承認され、今後、ドナー支援を得な

がら、NTP を実現していくことが課題となっている。 
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本コンポーネントでは、環境関連省庁の若手行政官を対象に、これから様々な影響が予想され

る気候変動に対し、長期的かつ包括的な取り組みができる人材育成を目的に、1 バッチあたり 5

名、4 年で計 20 名を上限とした留学生の受入を行う。受入大学の提案によると、留学前に経済社

会データの入手状況を確認しながらテーマの絞込みを指導し、留学中は環境科学関連全般にわた

る幅広い知見を習得するとともに、論文作成を通じてベ国固有の問題解決に資する課題に対する

解決策を考察し、実践的な理解を深めさせる。また、国内外のインターンシップを通じて、環境

政策現場を経験させる。帰国後は修了生や関係者との定期的な環境政策講座の開講を計画してい

る。それにより、持続可能な開発のための環境保全に必要とされる「都市環境管理」「自然環境保

全」「気候変動対策」に係る政策立案、制度改善に資する人材を育成することが期待されている。 

 

サブプログラム４：ガバナンス強化 

コンポーネント 4-1：法制度整備 

ベ国では、これまでの協力実績の中から、市場経済下の経済活動の基本となる民法、民事訴訟

法等の制定・改正を中心とした技術協力においては、相当程度の整備が進んでいる。しかし、社

会経済に合わせた改正や下位規範の整備が必要な他、政令、省令との整理も課題となっている。

そして、これらの法律を適切に運用・執行できる人材の育成が求められている。ベトナムの立法

作業を含む立法政策・司法政策の立案・実行を担う人材育成が急務であり、JICA でも「法・司法

制度改革支援プロジェクト」が立ち上がったところである。 

 

本コンポーネントでは、司法関連省庁の若手行政官を対象に、法令制定・改正作業ならびに法

運用に必要な制度の構築・改善にかかる人材育成を目的に、1 バッチあたり 5 名、4 年で計 20 名

を上限とした留学生の受入を行う。受入大学の提案によると、名古屋大学大学院法学研究科は、

留学前に英語ペーパー作成に必要な英語能力、論文作成能力向上に向けた講義を企画、帰国後に

も帰国生向けにアップデートな講義が計画されている。神戸大学大学院国際協力研究科は、帰国

後、組織内関係者に研究成果を報告する機会の企画が計画されている。また、両大学ともに留学

中は法論動向全般にわたる幅広い知見を習得するとともに、裁判官、検察官、弁護士等実務家か

らの講義も受講し、実務面に直結した実践的な理解を深めることを目的としている。 

「法の支配」の確立・定着を図る人材を育成することにより、ベ国における中長期的なガバナ

ンス強化に貢献することが期待されている。 

 

コンポーネント 4-2：行政改革 

ベ国では、行政改革マスタープランに基づき、利用者のニーズに合致した行政サービス提供の

改善、公務員制度改革、政府機構改革等の取り組みが進められているが、改革プロセスが大幅に

遅れており、地方分権化が推進されていく中で、地方政府の行政能力向上が課題となっている。 

また相次ぐ汚職事件の発覚の中で、国民の注目も高まり、首相を長とする国家反汚職委員会の

設置等、汚職撲滅に向けた改革も中長期的な課題として位置づけられている。 

 

本コンポーネントでは、ベ国政府が進める行政改革マスタープランに基づき、行政マネジメン

ト能力の向上や税務行政実務等の公共財政管理等の分野で、中長期的な視点に立って人材育成す

ることを目的に、1 バッチあたり 5 名、4 年で計 20 名を上限とした留学生の受入を行う。受入大
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学の提案によると、留学中にガバナンス全般にわたる幅広い知見を習得するとともに、留学生の

研究テーマに関連した特別講義等実施することにより、研究テーマの実践的な理解を深めること

を目的としている。公共政策の現場視察や関係者との意見交換を設定、補助プログラムとして論

文執筆特別講座を企画する等の計画をしている。透明性の高い行財政体制の実現、地方分権化へ

の対応強化に貢献する人材を育成することが期待されている。 

 

なお、サブプログラムとコンポーネントはいずれもベ国の開発課題・ベ国国別援助計画・JICA

プログラムと関連していることが確認されており（詳細は後述 3-4JDS の妥当性を参照）、JDS で

取り組むべき重点分野/課題として 2009 年 7 月に実施された現地調査の協議において正式に合意

された。（詳細は、資料 4：討議議事録参照） 

 

2-4. JDS 事業のスケジュール 

 

協力準備調査の結果、日本国外務省及び JICA が 2010 年度以降の JDS 事業実施を正式に決定

した場合、向こう 4 ヵ年の事業については図 2 に示されたスケジュールの実施が想定される。具

体的には、年度毎に E/N（交換公文）及び G/A（贈与契約）の締結後、JICA が協力準備調査を

受託したコンサルタントを「エージェント」としてベ国政府に対し推薦し、当該エージェントが

JDS 事業におけるベ国政府との契約を締結した上で、ベ国政府に代わり事業実施を担うこととな

る。 

 

平成21年度 平成22年度　 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

協力準備調査

来
日

⑤

募集・
選考

募集・選考

募集・選考

募集・選考

1
バ
ッ
チ

2
バ
ッ
チ

3
バ
ッ
チ

4
バ
ッ
チ

来
日

来
日

来
日

帰
国

帰
国

帰
国

帰
国

 
図 2 実施工程 

 

2-5. 相手国側負担事項の概要 

 

JDS 留学生の募集・選考期間は、教育訓練省が全コンポーネントの主管省庁として、JDS の計

画・実施・管理・監督を実施する役割や、コンポーネント毎に設定された課題別主管省庁に対し

て、JDS への協力の働きかけを行う等、主導的な役割を担う。また、課題別主管省庁は、応募書

類の配布促進等を通じて応募勧奨に協力するとともに、サブプログラム基本計画の策定に向けて

受入大学との協議の開催を調整・実施する。 

JDS 留学生の留学期間中は、ベ国政府は実施代理機関を通じて留学生に対し定期的にモニタリ
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ングを実施し、JICA に報告を行う。また、実施代理機関から提出される定期報告書により、JDS

の事業進捗や懸案事項等について確認し、必要に応じて他の運営委員メンバーと協力して適切な

措置を講じる。また、JDS 留学生が修士論文を作成する上で必要なデータ等を提供する。 

JDS 留学生の帰国後は、帰国留学生が母国の開発課題の解決に向けた取り組みに貢献すること

及び人的ネットワーク構築が JDS の主目的のひとつであることに鑑み、ベ国政府は留学生の帰国

後に報告会を開催して留学の成果を把握するとともに、その後の動向調査や我が国との学術、文

化交流の促進等について必要な措置を行うこととする。また、主管省庁である教育訓練省は、留

学生が帰国後に行政府等の中枢で活躍できるような職務が与えられるよう、関係省庁への働きか

けを行う。 

 

2-6. JDS の概略事業費 

 JDS を実施する場合に必要となる事業費総額は、3.18 億円となり、日本とベ国との負担区分

に基づく双方の経費内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば、次のとおりと見積もられる。た

だし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 
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（１）日本側負担経費 

（単位；千円）

金額(千円) 2010年度 2011年度 2012年度

１．実施経費(支払代行経費) 267,934 101,522 100,414 65,998

１－１ 大学直接経費 57,682 21,867 23,760 12,055

（入学金、授業料、他）

１－２ 留学生受入直接経費 151,527 55,810 58,668 37,049

（支度料、奨学金、宿舎関連手当、他）

１－３ 留学生国内経費 26,324 15,430 0 10,894

（移動経費、宿泊経費）

１－４ 研究活動促進経費 17,401 5,415 11,986 0

１－５ 大学教育委託経費 15,000 3,000 6,000 6,000

２．役務提供経費(受入前経費) 24,055 21,221 2,518 316

２－１ 現地活動経費 14,576 12,058 2,518 0

２－２ 募集選考支援経費 9,163 9,163 0 0

２－３ 帰国プログラム（現地）経費 316 0 0 316

３．役務提供経費(受入後経費) 26,350 17,848 3,865 4,637

３－１ 事前研修経費 493 493 0 0

３－２ 留学生用資材費 991 991 0 0

３－３ 来日時経費 2,474 2,474 0 0

３－４ 来日後ブリーフィング/オリエンテーション経費 6,815 6,815 0 0

３－５ 導入研修経費 813 813 0 0

３－６ 本邦日本語研修経費 3,171 3,171 0 0

３－７ モニタリング経費 7,792 2,527 3,370 1,895

３－８ 受入付帯経費（突発対応） 1,017 339 339 339

３－９ 研究活動促進経費 312 156 156 0

３－１１ 大学会議経費 69 69 0 0

３－１２　帰国プログラム(本邦）経費 2,403 0 0 2,403

４．実施管理団体業務人件費 42,301 26,721 10,090 5,490

４－１ 直接人件費 33,841 21,377 8,072 4,392

４－２ 管理費 8,460 5,344 2,018 1,098

＜計＞ 360,640 167,312 116,887 76,441

概算事業費総計 360,640

区分

ベトナム国　人材育成奨学計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　概略総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　約360百万円

 

（２）ベ国負担経費 

   なし 

（３）積算条件 

  ①積算時点   ：平成 21 年 10 月 

  ②為替交換レート：1US$＝95.44 円 

          ：1US$＝17,786 円 

  ③事業実施期間 ：事業実施期間は、実施工程に示したとおり。 

  ④その他    ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

2-7. フォローアップ 

 

JDS の目的は「社会・経済開発計画の立案・実施に関わり、当該国の指導者となることが期待

される優秀な若手行政官等を育成すること」であり、「JDS における帰国留学生は、母国が直面
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している社会・経済開発上の課題を実践的に解決する専門知識を有する人材として活躍すること」

が期待されている。この目的を達成するためには、本邦大学への留学による専門知識の習得、研

究、人的ネットワークの構築だけでなく、帰国留学生に対して様々なフォローアップを行う必要

がある。そしてフォローアップが効果的になされるためには、ベ国政府による理解と協力、そし

て主体的な取り組みに依るところが大きい。 

これまで実施されている帰国留学生に対するフォローアップとしては、帰国直後に開催される

帰国報告会において、プロジェクト目標（修士号の取得を通じた開発課題に関する専門知識の修

得）の達成状況に関する報告に加え、研究成果やその成果を活かしたキャリアプラン及びアクシ

ョンプラン、日本での人的ネットワーク構築の成果について運営委員会への報告を行っている。

同報告会には帰国留学生の所属機関の上司も招待されており、帰国後の知識活用の方向性やアク

ションプランを運営委員会及び所属機関の上司と共有することで、JDS の事業成果の発現をより

確かなものとしている。また、日本との良好な関係の継続、JDS のより効果的な実施促進を目的

に、帰国留学生を JDS に関連する行事等の様々な側面で取り込んでいる。対象機関における帰国

留学生から潜在的応募者に対する応募勧奨の実施や募集説明会での帰国留学生の体験談の発表等

が主な例である。 

JDS 新方式では対象機関が絞り込まれ、JDS の趣旨に合致する十分な応募者数の獲得において

は従来以上にベ国政府の主体的な取り組みが求められる中、ベ国政府の JDS に対する十分な理解

と協力は不可欠な要素である。特にターゲットである対象機関に所属する帰国留学生の活躍（活

用）により、内からの理解が促進されるよう、今後も帰国留学生とのつながりを持続していく必

要がある。 

なお、帰国留学生からの要望もあって、過去数年間に亘り帰国留学生同窓会の設立が運営委員

会において議論されているものの、運営資金の獲得方法や実質的な活動内容について検討・解決

すべき課題が多く、未だ設立には至っていない。 

こうした現状を踏まえ、今後の帰国留学生のフォローアップの方向性としては、ベ国政府によ

る主体的な取り組みだけでなく、受入大学による支援にも期待したい。例えば一部の受入大学で

は独自の同窓会を設立して帰国後のネットワークを維持しているだけでなく、帰国留学生との共

同研究の実施や、大学が実施する調査・研究プロジェクトと帰国留学生及びその所属機関との連

携等の取り組みが行われている。このように、ベ国政府によるフォローアップだけでなく、留学

生の送り出し側（運営委員会）及び受け入れ側（大学）といった JDS 関係者が有機的にフォロー

アップに取り組むことにより、事業成果の一層の発現が期待される。 
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第3章 JDS の妥当性の検証 

 

3-1. JDS の効果 

 

既述の通り JDS は、若手行政官等を社会・経済開発上の課題を実践的に解決する専門知識を有

する人材として育成すること、更には JDS で育成した当該人材が開発課題の解決に貢献し活躍す

ることを目的としている。こうした目的の達成に向けて効果的に JDS を実施するために、コンポ

ーネントごとに案件目標（上位目標及びプロジェクト目標）が設定されている（資料 6：サブプ

ログラム基本計画を参照）。人材育成に関するプロジェクトにおいては長期的な視点でその効果が

発現されると想定されるため、案件目標、特にプロジェクト終了時の達成目標であるプロジェク

ト目標は、当該開発課題の解決に必要な知識の習得に留まらざるを得ないが、留学生が習得した

知識を帰国後効果的に活用することや、活用する機会や職務が所属機関によって与えられること

によって、究極的には「母国の開発課題解決に貢献し活躍すること」に帰結することが望まれる。 

なお、プロジェクト目標の達成度を測る尺度としての指標は以下の通りであるが、上記の視点

に鑑みて、全てのコンポーネントにおいて共通する指標が設定されている。 

・ 帰国留学生の修士号取得 

・ 帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

指標「帰国留学生の修士号取得」については、募集時における事業趣旨に合致した人材や募集

分野に関連する機関をターゲットにした応募勧奨、学問的基礎知識や学習能力、基本的な素養を

も踏まえた選考、そして来日後の留学生への各種サポートや定期的なモニタリング（面談形式に

よる学業・生活・健康面での状況管理とアドバイス）によって、高い成業率のかたちで達成して

きた。なお、2009 年 10 月時点での成業率は 99% に達する。今般、従来方式の JDS の見直しに

伴い、留学生の所属機関が限定される傾向があるなど、留学生の募集・選考における改訂がなさ

れ、更に、これまで以上に当該国の開発課題の解決に資するカリキュラムの提供を受入大学より

なされるよう見直されたことで、引き続き同目標の達成が促進される。 

 

また、指標「帰国留学生の当該政策作成・制度構築に関連する部署への配属」について、留学

生の応募時の所属機関への復職という観点では、従来は当該留学生と所属機関との契約が守られ

ないケースや、留学生の所属機関における JDS への理解・協力の低さがみられることもあり、実

現は困難であった。しかし、従来方式の JDS の見直しに伴い対象が公務員に限定されたことから、

対象機関内にて解決すべき課題（JDS 留学において取り組むべき研究テーマ）を課されて推薦さ

れた応募者も存在し、所属機関の JDS への理解の向上が期待される。また、近年、ベ国政府ある

いは他国援助の奨学金を得て学位を取得した公務員の退職がベ国政府内でも問題視されており、

対象機関と留学生との間で帰国後数年間の復職義務について派遣前に取り決めがなされている省

庁もある。課題別主管省庁のひとつである計画投資省では、留学前に同省と本人との間で覚書を

取り交わし、学位取得後 6 年間、同省での勤務が義務付けられている。 
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3-2. プロジェクト評価指標の補完・データの収集について 

 

JDS の見直しに伴いプロジェクト目標の指標は前述の通りとされている。一方で、見直しの背

景には、JDS を二国間 ODA プログラムの中に明確に位置付けると共に、当該国の開発課題の解

決に資する人材を育成し、開発課題を担う関係政府機関において同人材が活躍することで直接的

に当該国の発展に貢献することがさらに求められてきたことが挙げられる。すなわち、JDS を通

じて、留学生においては所属機関より求められる能力・知識・技能の向上を達成し、帰国後に同

機関で活躍することが期待されている。また、受入大学においては当該国の開発課題における人

材の能力の底上げを図るための教育を提供することが期待されている。そこで、サブプログラム

基本計画に示されている 2 つの評価指標に加え、より多角的な評価を目指して、終了時の評価指

標を補完する情報収集・蓄積を行う必要があると考える。 

 

JDS の見直しに伴うプロジェクト効果の測定に関し、プロジェクト管理や進捗を含めた全体の

効果測定として、関係する省庁の主体性の測定や帰国後の留学生の活躍度合いの測定まで幅広い

取り組みが考えられるものの、JDS 見直しの背景を考慮しつつ、JDS の特徴でもある留学生のモ

ニタリングという留学生生情報管理機能に着目し、同機能を主に活用して「留学生の能力向上ぶ

り」と「大学カリキュラムの適切度」についてデータを収集することを提案する。いずれも調査

対象者は留学生本人とするが、「留学生の能力向上ぶり」については、所属機関の管理職ならびに

大学の指導教員に対しても客観的視点から留学生の能力の変遷にかかるデータを収集することを

提案する。 

 

（１） データの収集内容 

「留学生の能力向上ぶり」については、当該研究分野の専門家でなければ評価できないような

留学生個々人の専門分野ではなく、一般的な公務員に求められる能力に焦点を当て、JDS を通じ

ての同能力の変遷データを収集する。具体的には「科学的な調査・分析能力」「理論的な思考能力」

といった技能・思考能力や、「倫理性」「規律性」といった態度の変遷データである。 

また、大学カリキュラムが、開発課題の解決にマッチしたものであるかについては、調査段階

で大学より提示されたカリキュラムの審査をもってその適正さについては確認されているため、

実際に提示されたカリキュラムが実行されているか、また提供されるカリキュラムが実際に開発

課題に資するものであるかを確認できるようなデータを収集する。 

 

（２） データ収集方法 

データ収集はアンケート調査のかたちで行う。 

留学生を対象としたデータ収集のタイミングは来日時、就学中、修了時、帰国後（服飾後）を

予定しており、来日時および就学中は定期モニタリングの事前レポート取り付けとともに、修了

時では帰国直前に大学・研究科毎に留学生を招集して実施する帰国前評価会の事前レポートに代

わってアンケートを配信し、回答を回収する。帰国後の留学生に対しては、帰国後 1 年以内に 1

度アンケートを配信する。 

所属機関管理職を対象としたデータ収集は対象留学生の来日前後に E メールにてアンケートを

配信し、回答を回収する。また指導教員に対しては、担当する留学生の最終モニタリングの報告
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書を送る際にアンケートを配信し、回答を回収する。（表 7 参照） 

 

表 7 データ収集方法 

 
収集タイミング 対象者 媒体（形式） データ内容 備考 

留学生来日前 来日予定留学生の 

所属機関管理職 

アンケート調査 留学生の能力の変遷  

留学生来日後 当該年度の 

来日留学生 

アンケート調査 

（定期モニタリング）

留学生の能力の変遷  

留学生就学中 来日 1 年後の 

留学生 

アンケート調査 

（定期モニタリング）

留学生の能力の変遷  

帰国予定留学生の 

指導教員 

アンケート調査 

（定期モニタリング）

留学生の能力の変遷  留学生修了時 

帰国時 

帰国予定留学生 アンケート調査 

（帰国前評価会） 

留学生の能力の変遷 

大学カリキュラムの

適切度 

 

帰国留学生 アンケート調査 留学生の能力の変遷 同窓会名簿の活

用 

留学生帰国後 

帰国留学生の 

所属機関管理職 

アンケート調査 留学生の能力の変遷  

 

なお、質問項目案については資料 9 の通りである。 

 

（３） データ収集後に期待される効果 

蓄積された情報より、一定の規則性、関連性を分析する予定。その上で、今後の事業運営の改

善に繋げる提案を行うことを予定している。 

 

3-3. 課題・提言 

 

3-3-1. 課題・提言 

 

本調査を通じて得られた課題・提言は、下記の通りである。 

 

（１） 対象機関の設定について 

対象機関の設定に関しては、現地調査における運営委員会との協議の結果決定したが、第 1 バ

ッチの募集期間中に、商工省をコンポーネント「法制度整備」の対象機関とすることが同省より

提案された。運営委員会で検討の結果、ベ国の WTO 加盟以降、国際経済に関する法を主に取り

扱っている部署が同省にあることから、同省を対象機関とすることが承認された。 

JDS 新方式では、育成すべき対象者や対象機関を絞り込んで実施することで、実施効果の向上

を目指していることから、1 つのパッケージとして実施される 4 年間は対象機関を固定すること
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が望まれるが、2-1-1 項で述べた対象機関への調査を引き続き実施し、次年度以降の対象機関につ

いて整理し、各省庁の役割を運営委員会で再度確認することが望ましい。 

 

（２） 省庁内公募について 

JDS 新方式に移行した今年度より対象者を公務員に限定し、対象省庁からの省庁内公募を採用

している。対象省庁内の窓口を原則として国際協力局および組織人事局としているものの、省庁

内部での連携不足や情報伝達方法の問題から、公募情報は十分に伝わっていない省庁が散見され

た。来年度は、コンポーネント毎に主要な対象省庁には一定の推薦枠を与えることによって、対

象省庁が責任をもって候補者を推薦できるようにすることが望ましい。一方、教育訓練省国際教

育開発局が同局の奨学金ポータルサイトへ JDS の募集情報を掲載し、同省関係機関等への周知に

一役かったことから、教育訓練省所管の大学及び首相直轄の大学、研究機関からの応募が比較的

多かった。 

新方式ではマスメディアを活用した公募に係る日本側の費用負担はないことから、より多くの

応募者を確保するためにも、多くの公務員が購読しているベトナム語新聞・機関紙等に公募情報

を掲載することを教育訓練省が検討する必要がある。 

 

（３） 募集期間について 

今年度は調査スケジュールの都合上、約 1 ヶ月程度の募集期間しか設けることができなかった

ため JDS プロジェクト事務所より対象（推薦）機関を個別に訪問し応募勧奨に努めたものの、時

間的な制約から、選考において適度な競争を確保するのに必要な応募者数の確保が大きな課題と

なった。応募者は、応募書類・研究計画の作成及び必要書類の入手に相当な期間を要するだけで

なく、省庁内の内部承認手続きにも一定の期間を要するため、対象機関による潜在的応募者の絞

込みや応募者自身による応募書類の作成が十分できず応募が困難となる状況が多々見受けられた。 

次年度以降、無償本体 JDS の設計に際しては、対象(推薦)機関における諸手続きや応募書類作

成等に要する時間を考慮の上、対象(推薦)機関に対する事前説明実施や内部承認手続き期間を約 1

ヶ月程度確保し、応募者の募集期間を少なくとも 1 ヶ月半以上確保できるようスケジュールを調

整することが望ましい。 

 

（４）追加選考の実施について 

行政改革コンポーネント（受入上限人数 5 名）は総合面接の結果、英語力不足を主な理由に、

上位 4 名のみを合格とする提案が第 2 回運営委員会でなされた。また同時に、同コンポーネント

の受入上限人数を確保するため追加選考を行うことが提案され、現地関係者内で同意を得た。こ

れに基づき、教育訓練省が管理する「海外留学候補者リスト」から JDS 事業の趣旨に合致した留

学候補者を選出し、2010 年 1 月に追加選考が行われた。本件にかかる課題として①正規のプロセ

スにて応募・選考が行われた応募者と本追加選考応募者との公平性、透明性の確保及び②本追加

選考に伴う対象機関の追加における関係者間の合意取付のプロセスが挙げられる。なお、主管省

庁である教育訓練省が募集段階で「海外留学候補者リスト」を提示する等、本事業への積極的な

協力がされるべきであった。次年度は先方政府の募集時の責任を明確にし、対象機関は英語能力

のある人材を一定数以上応募者として確保する方式にすることが望ましい。 
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3-3-2.  技術協力・他ドナーとの連携 

 

（１）共産党プログラム 165（人材育成）との連携の可能性 

現在ベ国政府では、次世代のリーダー育成のための人材育成プログラム（プログラム名：共産

党プログラム 165）を立ち上げ、中央省庁、地方人民委員会の課長代理相当の人材で次世代のリ

ーダーとなるべき人材育成に取り組んでいる。長期研修（海外での博士号取得、修士号取得）お

よび短期研修（英語研修、技術研修含む）のコンテンツを用意し、年間での計画を策定している。

対象分野は、行政運営、経済運営、環境、都市開発、社会開発、人材育成運営、国際法、司法整

備、公共政策等が設定されており、現在 JDS において設定されているコンポーネントと上記対象

分野が合致することから、プログラム 165 と JDS との連携が期待される。 

今年度はプログラム 165 からの応募者は数名であったが、次年度以降、同プログラム事務局へ

も前広に募集情報を提供し、プログラム 165 参加者内での周知と、それによる的確な応募者の発

掘を進められると思料される。 

 

3-4. JDS の妥当性 

 

（１） 概要 

これまで述べてきた通り、2008 年度より JDS の見直しが行われ、対象国における開発課題・

ベ国国別援助計画・JICA プログラムとの連携を意識した JDS の位置づけが明確化されるよう事

前段階の調査を強化し、現地調査を通じて対象国のニーズを確認すると共に、そのニーズを満た

しうる教育プログラムの提供が可能な受入大学とのマッチングの強化が行われることとなった。

このような見直しの目的・背景に鑑み、JDS が（1）ベ国における開発の優先課題（2）ベ国国別

援助計画（3）JICA プログラムと整合性を有しているかという視点から JDS の妥当性の検証を行

う。 

 

（２） ベ国における開発の優先課題との整合性 

主要ドナーは、ベ国政府が作成した「社会経済開発 5 ヵ年計画（2006-2010）」（SEDP）を政府

開発援助を計画・実施するための戦略文書とみなすこととしている。日本政府もベ国国別援助計

画において、SEDP を基礎として援助計画を策定している。 

SEDP では、低所得国からの早期脱却という目標が掲げられ、一人当たり GDP 目標値が 1,050

～1,100 米ドルと示された。目標達成に必要な資金は 190 億米ドルと算定され、この ODA 資金

は今後 5 年間で民間資金受入の基盤整備に向けて、ベ国経済・社会全般の発展を視野に入れた幅

広い分野に活用される必要性が高いといわれている。2010 年以降も経済開発の基礎となる、ODA

資金および民間資金の重要性が増してくることなる。 

このような社会・経済開発基盤を支える資金流入の中で、それらの舵取りを行う政策立案・計

画策定を行う人材育成の重要性も高まってきているといえる。SEDP では、特に ODA 資金の投

入分野として、社会経済インフラの改善、貧困削減と教育開発に加え、WTO 加盟後の必要な制度

改革が挙げられている。JDS におけるサブプログラムは、SEDP で掲げられている 4 大目標にそ

れぞれ合致し（図 3 参照）、各分野での制度設計、基盤整備に貢献しうる人材育成プログラムとし

て位置づけられている。 
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2001-2010年 社会経済開発戦略 2006-2010社会・経済開発５ヵ年計画
SEDP
(The Five-Year Socio-Economic
Development Plan 2006-2010)

2020年までに工業国への転換を遂げる サブプログラム
（1) 現在の発展不十分な状況から脱け出
す。

①成長及び市場経済化の促進(経済）
① 経済成長促進・国際競争
力強化
コンポーネント
成長促進のための制度整備

(2) 市民の生活水準を向上させ、2020 年
までに近代工業国となる。

運輸交通・都市開発

サブプログラム

②貧困削減と社会的包含の確保(社会）
② 社会・生活面の向上と格
差是正
コンポーネント

(3) 人的な資源、科学／技術の能力、イン
フラストラクチャー、経済／防衛／安全の
潜在能力を強化する。

農業農村開発政策

サブプログラム
③持続的な環境・天然資源管理（環境） ③ 環境保全

(4) 社会主義を基本とする市場経済の体
制を定着させる。

コンポーネント

環境

サブプログラム
④戦略を支える組織制度の構築 ④ ガバナンス強化

(5) 国際的立場としてのベトナムの位置づ
けを向上させる。

コンポーネント

法整備支援
行政改革

<べ国の開発計画>
＜JDS事業におけるサブプログラム/

コンポーネント＞

 

図 3 ベ国の開発計画（SEDP）における JDS の位置付け 

 

（３） ベ国国別援助計画との整合性 

ベ国国別援助計画（2009 年 7 月外務省）における援助方針では、ベ国政府自身がＭＤＧs を踏

まえ策定した「社会経済開発 10 ヵ年戦略（2001-2010）」（SEDS）と SEDP 等の国家開発計画に

沿って実施することを上位目標として、以下の 3 点を掲げている。 

● 低所得国からの脱却（2010 年目標）を経た工業国化（2020 年目標）を支援 

● ベ国国民の生活向上と公正な社会の実現を支援 

● 持続可能な開発を支援 

 

また、対ベ国援助の柱として、以下の 4 つを援助重点分野として総合的な支援を展開していく

こととされている。 

（イ） 経済成長促進・国際競争力強化 

（ロ） 社会・生活面の向上と格差是正 

（ハ） 環境保全 

（ニ） （上記 3 分野の基盤となる）ガバナンス強化 

JDS にて設定されたサブプログラムは、上記援助重点分野と完全に合致する形で設定されてお

り、各援助重点分野における総合的な人材育成プログラムとして計画されている（図 4 参照）。 
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＜べ国国別援助計画＞
＜JDS事業におけるサブプログラム

/コンポーネント＞
援助重点分野 サブプログラム
① 経済成長促進・国際競争力強化 ① 経済成長促進・国際競争力強化
開発課題 コンポーネント
ビジネス環境整備・民間セクター開発 成長促進のための制度整備
資源・エネルギー安定供給 運輸交通・都市開発
都市開発・運輸交通・通信ネットワーク整備

援助重点分野 サブプログラム
② 社会・生活面の向上と格差是正 ② 社会・生活面の向上と格差是正
開発課題 コンポーネント
基礎社会サービス向上 農業農村開発政策
地方開発・生計向上

援助重点分野 サブプログラム
③ 環境保全 ③ 環境保全
開発課題 コンポーネント
都市環境管理 環境
自然環境保全

援助重点分野 サブプログラム
④ ガバナンス強化 ④ ガバナンス強化
開発課題 コンポーネント
法整備・司法改革 法整備支援
行財政改革 行政改革  

図 4 ベ国国別援助計画における JDS の位置付け 

 

 

（４） JICA プログラムとの整合性 

JDS で設定されている 6 つのコンポーネントを個別に見てみると、それぞれが JICA プログラ

ムあるいは個別のプロジェクトと関連しており（図 5 参照）、ベ国における JDS は政策・立案・

実施・運営・管理を担う人材の育成を通じて、JICA プログラムと深く関連していると位置づける

ことができる。 
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＜JICA事業におけるプログラム/協力フレームワーク＞ ＜JDS事業におけるサブプログラム/コンポーネント＞

援助重点分野 サブプログラム
① 経済成長促進・国際競争力強化 ① 経済成長促進・国際競争力強化

開発課題
ビジネス環境整備・民間セクター開発
プログラム/協力フレームワーク コンポーネント
経済制度整備・運用 成長促進のための制度整備
金融セクター改革
中小企業開発
産業人材育成
開発課題
資源・エネルギー安定供給
プログラム/協力フレームワーク
エネルギー安定供給
開発課題
都市開発・運輸交通・通信ネットワーク整備
プログラム/協力フレームワーク コンポーネント
都市計画策定 運輸交通・都市開発
幹線交通網整備
都市交通整備
交通安全

援助重点分野 サブプログラム
② 社会・生活面の向上と格差是正 ② 社会・生活面の向上と格差是正

開発課題
基礎社会サービス向上
プログラム/協力フレームワーク
保健医療サービスの質の改善
感染症等
基礎教育・社会的弱者支援
開発課題
地方開発・生計向上
プログラム/協力フレームワーク コンポーネント
北西部山岳地域開発 農業農村開発政策
中部高原地域開発
メコンデルタ地域開発
中部地域災害に強い地域づくり
農業技術普及・地方インフラ整備等

援助重点分野 サブプログラム
③ 環境保全 ③ 環境保全

開発課題
都市環境管理
プログラム/協力フレームワーク コンポーネント
都市水環境管理 環境
上水道・廃棄物等

開発課題
自然環境保全
プログラム/協力フレームワーク
自然環境保全

援助重点分野 サブプログラム
④ ガバナンス強化 ④ ガバナンス強化

開発課題
ガバナンス強化
プログラム/協力フレームワーク コンポーネント
法整備・司法改革 法整備支援
行政能力向上 行政改革
公共財政管理
汚職対策

図 5 JICA プログラムにおける JDS の位置付け 
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3-5. 結論 

 

本協力準備調査では JDS の趣旨や特徴を念頭に置きつつ、対象国の国家開発計画や我が国の援

助計画に基づき設定されたサブプログラム/コンポーネントにおける人材育成のニーズを確認す

るとともに、当該サブプログラム/コンポーネントと関連があると想定される対象機関等における

潜在的な候補者の有無の調査を行い（2-2-1 項（2）参照）、その結果に基づき 4 ヵ年を 1 つのパ

ッケージとした JDS の事業規模と、各サブプログラム/コンポーネントの事業計画案（サブプロ

グラム基本計画（案））が策定された。また、3-4 項にて述べたとおり、妥当性も高いと判断でき

ることから、JDS を実施する意義は十分にあると言える。 

但し、人材育成にかかるニーズは膨大かつ多岐にわたることから、JDS による本邦留学を通じ

て身につけるべき専門知識や、対象（推薦）機関において育成すべき人材像を見極めつつ、JDS

を実施していく必要がある。 

上記を念頭に置いて JDS が実施・運営され、対象機関におけるニーズに対応するプログラムが

受入大学より 4 年間に亘って提供されることによって、JDS の目的である「修士号の取得を通じ

た専門知識の習得」という観点での効果の発現は確保されることが期待できるが、先にも述べた

通り、人材育成事業においては「習得後」の知識の活用がいかになされ、またそれがどれだけ社

会に還元されたかという長期的な視点でその効果を測っていく必要がある。 

 

 

 



 

 

調査団員リスト（2009 年 7 月官団員含む調査団） 

 

松永 正英 総括 JICA ベトナム事務所次長 

堤 敦史 業務主任（総括） JICE 留学生部留学生事業課課長 

川越 寛之 調査計画 JICE 留学生部留学生事業課副課長 

横堀 慎二 受入計画／積算 JICE 留学生部留学生事業課 

椎谷 徳子 受入調整 JICE 留学生部留学生事業課 
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人材育成支援無償（ＪＤＳ）　平成21年度調査フロー図

現地調査 国内調査 受入大学

H21年3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

Ｈ22年1月

2月

3月

4月

5月

5/下-7/中旬
【国内事前準備】
・調査票の評価
・受入大学案の検討(JICA)

7/下-8/中旬
【先方政府との合意】
（調査団派遣）
・基本計画案の協議
　-実施体制の確認/合意
　-対象機関・対象層案の合意
　-主管省庁の設定/合意
　-受入大学の合意

【選考業務】
・選考方法、基準の合意
・選考業務の実施
　-英語試験
　-第一次審査の実施
　-健康診断

10/中-10/下旬
・大学教員と主管省庁との協議実施
　-大学専門面接の実施
　-最終審査の実施

11/上旬
【現地での最終合意】
・ｻﾌﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ基本計画の合意
・人数の合意

8/上-10/下旬
【国内作業】
・大学への結果通知（JICA)

・受入大学への受入/教員派遣依頼
・選考準備等、受入大学との調整

・基本計画素案作成

・書類審査依頼
・書類審査結果受領

・教員派遣諸手続き
・協議実施方法の説明

受入依頼受理・
教員派遣検討

9/下旬
書類審査実施・回答

10/中-10月下旬
・教員派遣
・先方政府との協議

1/中-3/中旬
最終候補者正式受入手続き

1/下旬-3月
【第三次国内作業】
・最終候補者の合格正式手続き
・出願、入学に係る受入大学との
　各種調整、手続き
・調査最終報告書作成、提出
・教員からの留学候補者への課題
聴取

4/下旬-5/中旬
調査票（受入提案書、基本情報）
の作成、提出

8/中旬
　要望調査決定通知受理

11/上-中旬
・外務省報告
・財務省実行協議資料提出

3/下-7/中旬
【現地での協議】
（OC・大使館/事務所）
・事業の枠組みの合意
・実施体制の協議
・対象分野課題（ｻﾌﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ/ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ）、
　対象機関/対象層の選定
・主管省庁案の協議

4/下旬
　大学への受入要望調査(JICA)

8/中-9/中旬
第一バッチ留学生の募集

・現地日本側ODAタスクによる
候補大学の検討

4月下旬
・日本政府による22年度JDSの枠組
み決定　　　　　　　　　　　　5
月以降　各国との交換公文署名
(E/N)
　
　　　　8月留学生来日 8～10月　留学生受入

11/上旬
・基本計画案の策定
・事業規模の決定、積算
・大学配置計画最終案の策定
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関係者（面会者）リスト 
 

 

日時 面会者 備考 

7 月 27 日（月） 

 

JICA ベトナム事務所 

松永 正英 JICA 事務所次長（JICA 調査団長） 

和田 暢子 JICA 事務所所員（JDS 担当） 

 

7 月 27 日（月） 

 

JICA ベトナム事務所 

小島 英子 JICA 事務所企画調査員 

（環境セクター担当） 

今井 淳一 JICA 事務所企画調査員 

（行政セクター担当） 

 

7 月 28 日（火） 

9:30 

天然資源環境省 

Mr. Pham Van Tan, Deputy Director General, 

International Cooperation Department(ICD) 

Ms. Nguyen Thi Minh Nguyet, Official 

International Cooperation Department(ICD) 他5名

 

7 月 28 日（火） 

14：30 

農業農村開発省 

Mr. Tran Kim Long, Deputy Director General 

International Cooperation Department(ICD) 

Mr. Nguyen Anh Minh, Director 

Bilateral Cooperation Division 

Ms. Ha Thuy Hanh, Vice-head, 

Training Management Division. 

 

7 月 29 日（水） 

9：00 

運輸交通省 

Mr. Tran Bao Ngoc, Deputy Director General, 

Personnel and Organization Department 

Mr. Pham Quang Anh, Official 

International Cooperation Department(ICD) 

 

7 月 29 日（水） 

14：00 

ハノイ市人民委員会 

Mr. Hoang Anh Vu, Deputy Director,  
Personnel and Organization Department 
Mr. Nguyen Duc Toan Deputy Director,  
Urban Transport Management Department 
Ms. Pham Quynh Trang Expert,  
Personnel and Organization Department 
Mr. Luu Xuan Hung, Deputy Director,  
PMU of Urban Metro Project 
Mr. Nguyen Hung Quan, Vice chief,  
PMU of Urban Metro Project 

 

7 月 30 日（木） 

9：00 

内務省 

Mr. Nguyen Van Sim, Deputy Director 

Non Government Department 

Ms. Thuy, Expert,  
International Cooperation Department 

 

7 月 30 日（木） 

14：00 

司法省 

Mr. Hoang Ngoc Thinh, Deputy Director, 

Personnel Department,  

Mr. Nguyen Xuan Tung, Expert,  
Personnel and Organization Department 
 

 

7 月 31 日（金） 

 

JICA ベトナム事務所 

松永 正英 JICA 事務所次長（JICA 調査団長） 

和田 暢子 JICA 事務所所員（JDS 担当） 

 

7 月 31 日（金） 

在ベトナム 

日本国大使館 

西野 篤範 二等書記官（JDS 担当）  

8 月 5 日（水） 

16：00 

天然資源環境省 

松澤 裕 専門家 （環境政策アドバイザー）  

8 月 6 日（木） 

10：00 

財務省 

Ms.Nguyen Thi Thanh Huyen, Expert, 

International Cooperation Department、他 2 名 
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日時 面会者 備考 

8 月 6 日（木） 

14：30 

ベトナム 

科学技術アカデミー 

Mr. Nguyen Van Thuong, Official 

International Cooperation Department(ICD) 

 

8 月 7 日（金） 

10：00 

国立農業 

政策立案所 

Mr. Vu Cong Lan, Head 

Division of International Cooperation and Project 

Management 

Mr. Vuong Thuc Tran, Official 

Division of International Cooperation and Project 

Management 

 

8 月 10 日（月） 

14：30 

建設省 

Mr. Pham Khanh Toan, Deputy Director General, 

International Cooperation Department(ICD) 

Mr. Uong Dinh Chat, Deputy Director 

Personnel Department 

Mr. Duong Kim Dzung, Senior Official 

International Cooperation Department(ICD) 

 

8 月 10 日（月） 

11：00 

司法省 

小林洋輔 JICA ベトナム事務所所員 

（法整備セクター担当） 

伊藤文規 JICA 専門家 （最高検察庁） 

 

8 月 11 日（火） 

14：30 

国家監査院 

Mr. Trinh Nhu Hoa, Head, 

Multilateral Cooperation Division 

 

 

8 月 13 日（木） 

9：30 

商工省 

Mr.Le Huu Phuc, Deputy Director General 

International Cooperation Department 

 

 

 

8 月 13 日（木） 

14：30 

最高検察庁 

Mr. Le Tiem, Deputy Director, 

International Cooperation Department(ICD) 

 

 

8 月 17 日（月） 

14：30 

国家行政学院 

Mr. Pham Thi Quynh Hoa, Director, 

International Cooperation Division, 

International Cooperation Department(ICD) 

 

8 月 18 日（火） 

9：30 

最高裁判所 

Mr. Ngo Cuong, Director, 

International Cooperation Department(ICD) 

 

8 月 18 日（火） 

14：30 

国家立法学院 

Dr. Dinh Xuan Thao, General Director, 

Member of the National assembly, 

Mr. Tran Quang Minh, Deputy Director, 

Department for General Affairs 

Mr. Bui Hai Thiem, Official 

Department for General Affairs 

 

 

8 月 19 日（水） 

9：30 

ベトナム中央銀行 

Mr.Nguyen Vinh Hung, Deputy Director General 

International Cooperation Department 

Ms.Nguyen Thi Tra Vy, Deputy Manager 

Bilateral Cooperation Division 

 

 

8 月 20 日（木） 

13：30 

ホーチミン市 

人民委員会 

Mr.Nguyen Van Quoc, Vice-chairman, 

Management Authority for Urban Railways(MAUR) 

Mr. Do Hoai Thu, Vice Chief, 

Management Authority for Urban Railways(MAUR) 

Mr. Le Van Dien, Head, 

Management Authority for Urban Railways(MAUR) 

Department of Planning and Investment 
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日時 面会者 備考 

8 月 20 日（木） 

15：00 

ホーチミン 

計画投資局 

Mr. Pham Van Than, Chief, 

ODA Project Management Division 

 

8 月 20 日（木） 

16：00 

ホーチミン 

天然資源環境局 

Ms. Nguyen Phuoc Trung, Vice Director, 

 

 

8 月 21 日（金） 

8：00 

ベトナム国家大学 

ホーチミン校 

Ms. Tran Thi Hong, Director 

Department of External Relations & Project 

Development 

 

8 月 21 日（金） 

10：00 

ホーチミン 

農業農村開発局 

Ms. Nguyen Phuoc Trung, Vice Director, 

 

 

8 月 21 日（金） 

16：00 

ホーチミン工科大学 

Mr. Le Thi Hong Tran, Deputy Dean, 

Faculty of Environment, 

Dr. Tran Van Mien, Lecturer, 

Faculty of Construction materials 

Ms. Tran Thi Phuc, staff, 

External Relations Office, 

Ms Miyo Hanazawa, Coordinator, 

Technical Cooperation Project for Capacity 

Building of HCMUT to Sterngthen University – 

Community Linkage – Phase 2 

 

 

8 月 26 日（水） 

15：00 

計画投資省 

Mr.Nguyen Hoang Linh, Expert 

Foreign Economic Relations Department  

 

9 月 3 日（木） 

16：30 

JICA ベトナム事務所 

松永 正英 JICA 事務所次長（JICA 調査団長） 

和田 暢子 JICA 事務所所員（JDS 担当） 

 

9 月 7 日（月） 

9：30 

ベトナム農業 

科学アカデミー 

Mr. Nguyen Van Bo, President 

Mr. Pham Xuan Liem, Deputy Director, 

Department of Science & International Cooperation 

 

 

 

9 月 7 日（月） 

16：30 

貿易大学 

Ms. Nguyen Le Quynh Hoa, Deputy head 

International Cooperation Department(ICD) 

Ms. Nguyen Thu Hang, Official 

International Cooperation Department(ICD) 

 

 

9 月 8 日（火） 

16：00 

計画投資省 

外国投資庁 

市川 匡四郎 専門家 （政策投資アドバイザー）  

9 月 15 日（火） 

14：00 

共 産 党 プ ロ グ ラ ム

165 事務局 

Mr. Nguyen Ngoc Thanh, Training Manager, 

Ms. Bui Kim Dung, Training Officer 

 

9 月 16 日（水） 

10：00 

ハノイ法科大学 

Mr. Nguyen Quoc Hoan, Head of Office, 

International Cooperation Department(ICD) 
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日時 面会者 備考 

9 月 16 日（水） 

11：00 

ベトナム国立大学 

法学部 

Dr. Pham Hong Thai, Rector  

9 月 16 日（水） 

15：00 

ハノイ建築大学 

（建設省傘下） 

Ms. Pham Thi Thu Huyen, Officer, 

Department of International relations 

 

9 月 17 日（木） 

10：30 

ハノイ建築都市開発

学院（建設省傘下） 

Ms. Trinh Thi Lien, Director of Center, 

Center for Training and International Cooperation 

Ms. Phan Thanh Bich, Expert, 

Center for Training and International Cooperation 

 

9 月 18 日（金） 

9：00 

最高裁判所 

Mr. Ngo Cuong, Director, 

International Cooperation Department(ICD) 

 

9 月 18 日（金） 

10：00 

最高検察庁 

Mr. Le Tiem, Deputy Director, 

International Cooperation Department(ICD) 
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人材育成支援無償（JDS）事業 サブ・プログラム基本計画 

 

サブ・プログラムの基本情報 

１．国名：ベトナム 

２．サブ・プログラム名（JDS 重点分野）：経済成長促進・国際競争力強化 

３．運営委員会：教育訓練省、計画投資省、日本大使館、JICA ベトナム事務所 

 

個表１ 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：経済成長促進・国際競争力強化 

２．コンポーネント名（JDS 開発課題名）：成長促進のための制度整備 

３．主管省庁 ： 教育訓練省 

４．課題別主管省庁：計画投資省 

５．対象機関：計画投資省、商工省、財政省、国家銀行（各省傘下機関） 

教育訓練省、その他大学・研究機関 

 

（２）背景 

近年のベトナムの高成長は、わが国を始めとする外国援助による制度改革とインフラ整

備が奏功し、さらに、これと同調するように外国企業による対内直接投資が年々拡大され

てきたことに負うところが大きい。今後とも、このような高成長を維持し、国家目標であ

る 2010 年までの中所得国化、2020 年までの工業国化を実現するためには、国際競争力の

ある民間セクターが育つ基盤が必要である。そのためには、市場経済体制下で必要な各種

経済制度の整備・運用体制強化、国有企業改革・金融セクター改革（国有企業及び国有商

業銀行の経営の透明性向上及び収益力の強化）等を通じたビジネス環境のさらなる改善が

必須要件である。とりわけ、WTO 加盟によって、WTO ルールに即した制度整備と適切な運

用は喫緊の課題となっている。また、製造業における対内直接投資は主として安価な労働

力を基本とする組み立て産業が中心となっていることから、裾野産業を構成する地場の中

小企業の台頭に期待が寄せられており、これら産業を支える技術者、技能者、経営者等の

人材育成、中小企業に対する効果的な支援策が必要である。さらに、インフラ整備におけ

る民間セクター活用のための明確なガイドライン（BOT 関連法令、地方投資開発基金関連

法令）の策定と適切な実施（規制監督庁の能力強化と独立性確保も含む）も課題となって

いる。 

 

（３）我が国の援助との関係 

対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）では、ベトナム政府策定の「社会経済開発

10 ヵ年戦略（2001-2010）」、「社会経済開発 5 ヶ年計画（SEDP:2006-2010）」等の国家
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開発計画に沿って援助を実施するとしており、ベトナム政府が目標として掲げる「低所得

国からの脱却（2010 年目標）を経た工業国化（2020 年目標）」を支援するとしている。

また、同援助計画では「経済成長促進・国際競争力強化」を対越援助の 4 つの柱の一つと

定めており、本コンポーネントはこれに合致する。 

これまで上記課題への対応の一環として、日越両国は投資環境改善のために官民合同で

具体的な行動計画を策定し、これをモニタリング・評価することにより着実に実施してい

く枠組み「日越共同イニシアティブ」を 2003 年 12 月に開始した。 

本コンポーネントにおいては、WTO への加盟、日越 EPA 発効後のより一層の経済統合、

貿易円滑化の推進、計画経済体制から市場経済体制への移行に伴い必要となる各種経済制

度整備・運用に係る人材を育成することが期待されている。 

 

２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

成長促進のため各種経済制度の整備・運用、及び政策立案に関する関係行政機関の能

力が帰国生により向上する。 

(2)プロジェクト目標： 

対象機関における成長促進のための制度整備に携わる人材の、各種経済制度整備・運

用に関する能力が向上する。 

 

（２）目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

【一橋大学 国際・公共政策大学院】 

目標 学習内容 

①来日前 

来日前から大学院教育の現場

に触れさせ、来日後の円滑な

導入とする 

遠隔 TV 会議システムを利用して年 1回行っている教員と

卒業生の意見交換会（Alumni Seminar）に入学予定者を招

き、時宜に即した政策論に触れさせる。 

対象機関における小規模セミナーの実施を計画する。 

②留学中 

経済基礎理論および計量経済

学全般にわたる幅広い知見を

習得する 

留学生は必修科目、選択科目、当面の課題に関する科目、

修士論文の作成を課される。必修科目では、マクロ経済学、

ミクロ経済学、公共経済学といった経済の基礎理論と計量

経済学、選択科目では、税制や地方分権化等の財政政策、

民営化や競争政策等の公共部門政策、金融政策や金融安定

資料6



化政策を修得することで計量経済学全般にわたる幅広い

知見を習得する。 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生履修科目の中の、「当面の課題に関する科目」にて、

実際にマクロ経済の安定や公共部門の効率化に実務的に

関与している、あるいは関与したことがある内外の専門家

によるワークショップやマクロ経済政策の重要な課題に

関して、内外の大学、官公庁から講師を招聘する短期の集

中講座などを受講し、彼らの知識・経験を学ぶとともに討

論を通じて実践的な理解を深める。 

一部給費留学生を対象に、年 1回フィールド・トリップを

実施し（沖縄、広島等）、現地官公庁を訪問して話を聞く

など、地域経済・政策課題に接する機会を与えている。こ

のプログラムに、JDS ベトナム留学生を加える。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、必須科目、選択科目、当面の課題に関する科目

で修得した知識を基に、各自の出身国にとって重要な政策

課題について修士論文を作成する。自ら設定した課題に対

する解決策を考察する。ネイティブ教員が担当する英語に

よる論文作成の講座を修士 2年間を通じて必修科目とし

て開講し、留学生の英語のライティング･スキルを高める。

③帰国後 

知識のブラッシュアップ、マ

クロ経済政策セミナーを通じ

て中長期的な人材育成に資す

る 

 

 

留学生は、同学が企画する同窓会、関係者との意見交換を

に出席することにより、人脈を継続・拡大する。年 1回行

われる Alumni Seminar（ハノイ、北京、マニラ、ジャカ

ルタを遠隔 TV 会議システムを使って結び、その時々の政

策問題に関して各国の卒業生から報告させ、討論を行う）

を通じて、卒業生の政策意識を喚起するほか、卒業生間の

ネットワークを強化する。 

卒業生を日本に招き、ベトナムを含む体制移行国を対象に

したシンポジウムを行う。 

同学では、2005 年より年 2回、2週間のマクロ経済政策セ

ミナーを日本で開催し、中国、インド、韓国、アセアン主

要国の経済官庁、中央銀行の上級スタッフを日本に招聘し

ている。ベトナムからも計画投資省、財務省、国家銀行の

上級スタッフが定期的に参加しており、将来的には、同セ

ミナーを通じて JDS 生の知識レベルが向上することが期

待される。 
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【国際基督教大学大学院 アーツ・サイエンス研究科】 

目標 学習内容 

①来日前 

留学（来日）前に必要な基礎

力を補強する 

１．6月末または 7月はじめに、ＩＣＵの教員がハノイに

いって経済学の基礎と統計学の基礎を集中講義する。 

（留学生に求められる要件） 

１．英語力の向上のために努力する 

２．統計学の基礎を勉強する 

３．マクロ・ミクロ経済学の基礎を復習する 

②留学中 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生は、同学が企画する、開発途上国の様々な開発課題

に取り組む実務家や研究者を政府、国際機関、研究機関、

NGO 等ゲスト講師による特別講義を受講し、実務面に直結

した内容を習得する。また、留学生自身の研究報告の場が

設けられ、留学生はより実践的な理解を深める。 

グローバルな視野をもつ実務

家人材を育てる 

各国政府の将来を担う若手行政官である JDS 生が、グロー

バルガバナンスにおける国家、国連、市民社会、民間セク

ターの役割についての認識と理解を深めるため、国際連合

大学と ICU を含む１０の協力大学が共同で実施する国連

大学グローバルセミナーに参加する。 

国際 Conference として韓国及び日本の経済発展とマクロ

計量モデルという場を設け、国内外のマクロ経済モデル専

門家、経済発展における様々な分野の専門家の集中講義を

し、ＪＤＳベトナムの学生が討論に参加し、マクロ経済モ

デル設計や開発問題について視野を広げる。 

開発課題解決に即応した実践

研修（フィールドトリップ）

を通じ、新たな視点を切り開

く 

留学生は下記の開発課題解決にかかる実践研修に参加す

ることで新たな視点で学習することができる。 

・日本の地方行政の仕組み、取組み等の理解促進のための

地方行政視察（川上村） 

・日本の農村における農業経験と環境問題への取組みに

ついて実践的に学び、開発課題の解決に即応した参加型

開発のモデルを共有するためのプログラム参加。（アジ

ア学院） 

・ ・その他、JDS 生の研究テーマに応じた施設（電力発電所

等の公益企業、金融関連施設等）の視察。 

・ ・国際開発専門会議やセミナーに参加し、多様な研究者と

の交流とベトナム開発問題の国際的な理解を高める。 

実践力トレーニングを通じ、 留学生は、学期休暇中を利用したスキルトレーニングとし
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政策立案、計画策定の基礎力

を身につける 

て、計画立案能力、評価手法等を学ぶための PCM 研修等

を受講し、計画策定、計画立案の基礎力を身につける。

・留学生は、日本の政府機関やシンクタンクのインターン

または研修プログラム等に参加することで、実務的なト

レーニングを受けることができる。 

③帰国後 

ICU 帰国生の連携を促進する 留学生（帰国生）は、ベトナムで定期的にＩＣＵ出身者の

親睦を図るための研究発表会に参加することで、新たな字

人脈を形成、拡大することができる。 

１．ベトナム経済発展セミナーを卒業生の準備と発表で行

う。ＩＣＵから教員と職員、2－3人参加する。 

２．ベトナムＩＣＵ同窓会を同時に構成し、卒業生を中心

に、ＩＣＵとベトナムとの協力関係を築く。 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 7 名 ×4 ヵ年 ＝ 28 名 （一橋大学：16 名、国際基督教大学：12 名） 

2010 年（～2012 年修了）：7名 （一橋大学：4名、国際基督教大学：3名） 

2011 年（～2013 年修了）：7名 （一橋大学：4名、国際基督教大学：3名） 

2012 年（～2014 年修了）：7名 （一橋大学：4名、国際基督教大学：3名） 

2013 年（～2015 年修了）：7名 （一橋大学：4名、国際基督教大学：3名） 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（派遣前留学生の英語力強化 TOEFL 550 点、IELT 6.5 を目処とする）） 

③事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において制度整備・運用、政策立案に関する業務に従事する正職員 

・制度整備・運用、政策立案に関する業務に 2年以上の専門的（＊）な実務経験を有する

こと（3年以上が望ましい） 

（＊：市場経済移行、国営企業改革、金融セクター改革、投資プロジェクト運営管理） 
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・ただし、経済学、経済政策論の教育・研究に従事している大学職員の場合は、帰国後の

教育･研究を通じた波及効果を期待できることから、上記の要件を満たさない場合でも受

け入れることがある（一橋大学） 

 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・ 過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 

・英語力は重要である。ＴＯＥＦＬは 550 点ぐらい必要。 

・ ・計量経済学の勉強とマクロ経済モデル設計のためには、経済基礎知識と同時に、特に統

計学の基礎が重要である。（ＩＣＵ） 

・  

 

３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

一橋大学 国際・公共政策大学院 アジア公共政策プログラム 

国際基督教大学大学院 アーツ・サイエンス研究科 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

【一橋大学 国際公共政策大学院】 

・ JICA 長期研修員（平成 20 年度：1名） 

・ IMF 奨学生（平成 20 年度：5名、平成 21 年度：5名（計画）） 

・ インドネシア政府派遣生（平成 20 年度：円借款 2名、世界銀行 1名） 

             （平成 21 年度：円借款 3名（計画）） 

【国際基督教大学大学院】 

・ ロータリー世界平和奨学生（平成 20 年度：17 名、平成 21 年度 17 名（計画）） 

・ 文部科学省国費留学生（平成 20 年度：1名、平成 21 年度：1名（計画）） 

 

（３）プログラム概要 

【一橋大学 国際公共政策大学院】 

マクロ経済の安定と公共部門の効率化を達成するために、経済の基礎理論と実際の政策案

件の形成・管理に必要な実践的な手法を体系的に修得できるように指導する。具体的なカ

リキュラムは、必修科目、選択科目、当面の課題に関する科目、修士論文の作成で構成さ

れ、経済の基礎理論を習得した上で、選択科目、当面の課題に関する科目にてより実践的

な理解を深めることとなる。これらの科目で得た知識を基に、政策課題にかかる修士論文
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を作成する。学習面では、当研究科が受入れる留学生はすべて指導教官が運営する少人数

のゼミに所属し、日常の学習や論文作成に関し指導を受ける。 

 

【国際基督教大学大学院】 

公共経済学専修は、日本及び世界各国からの政府公務員と実務家、特に開発途上国からの

政府公務員のために、実際の開発現場で直面した経済問題に対して具体的な解決策を提言

できるような人材として、実践的な知識、英語力、国際性、広い視野を兼備した経済専門

家を育てることを目的とする。 

本研究科公共経済学専修では、経済学の専門教育を受けながらも、より広い視野で国際的

な立場から開発問題を研究し、政策的な含意を提供できる環境がある。また、経済分野の

課題について、経済学をそれと密接な関係にある公共政策、国際関係論、社会学、平和研

究等多角的な側面からとらえ、学際的協働のもとに研究を行うことが可能である。 

カリキュラムは下記のとおり設定される。①大学院共通科目②基礎科目③専門科目④リサ

ーチガイダンス⑤関連分野基礎科目、専門科目である。また、JDS 生には開発途上国の様々

な開発課題に取り組む実務家や研究者を政府、国際機関、研究機関、NGO 等から招聘し、

ゲスト講師による講演と JDS 生自身の研究報告の場を設ける。加えて、各国政府の将来を

担う若手行政官である JDS 生が、グローバルガバナンスにおける国家、国連、市民社会、

民間セクターの役割についての認識と理解を深めるため国際連合大学と ICU を含む１０

の協力大学が共同で実施する「国連大学グローバルセミナー」に参加する。ベトナム帰国

後に経済政策の策定や運用に携わることがでるよう、企画力、調査力、分析力、発表力の

向上を目指して指導する。 
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個表２ 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：経済成長促進・国際競争力強化 

２．コンポーネント名（JDS 開発課題名）：運輸交通・都市開発 

３．主管省庁：教育訓練省 

４．課題別主管省庁：運輸交通省 

５．対象機関：運輸交通省、建設省、ハノイ市人民委員会、ホーチミン市人民委員会 

（各省傘下機関）、教育訓練省、その他大学・研究機関 

 

（２）背景 

我が国はベトナムに対する 1992 年の援助再開以降、長年の戦乱と経済低迷のなかで立

ち遅れた道路、港湾、通信等の基幹インフラ整備を一貫して支援してきた。これら基幹イ

ンフラの拡充は経済成長に寄与するとともに、貧困率の低下にも貢献してきた。今後とも

経済成長を持続するためには、増大する運輸交通需要と急速に進む都市化に的確に対応

し、円滑・安全な物流・人流に資する交通ネットワークを整備することが求められる。こ

のためにはハード面の整備を促進するとともに、増大する交通インフラ資産の運営・維持

管理にかかる人材育成・質の確保、民間部門活用のための制度整備、交通安全対策、長期

的視点での適切なセクター開発戦略の策定等のソフト面における課題にも適切に対応し

なければならない。また、ベトナムでは、急速な経済発展とともに、全国的に都市化が進

み、都市問題が近年政策課題の 1つとなっている。農村地域からの急激な人口流入、住宅

不足、違法建築の横行、交通渋滞、水不足、環境悪化などが複合的に絡み合い、都市問題

として顕在化してきている。このような都市問題は、ハノイ市やホーチミン市のような大

都市で顕著であるが、他の中小都市においても同様に顕在化しており、特に中規模都市に

おいて著しい。 

 

（３）我が国の援助との関係 

対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）の基本方針の 4つの柱の一つである「経済

成長促進・国際競争力強化」において、「都市開発・運輸交通・通信ネットワーク整備」

を具体的な援助の方向性として掲げており、本コンポーネントはこれに合致する。 

大・中規模の都市に対する都市開発計画策定や都市計画・管理能力向上に関する支援と

ともに、都市環状道路等のネットワーク整備や公共交通整備、通信ネットワーク整備に係

るハード・ソフトの両面から取り組み、また都市間幹線交通網では、幹線道路、鉄道、港

湾、空港について選択と集中に配慮した支援を行うこととされている。 

本コンポーネントにおいては、経済成長とともに増大する運輸交通需要と急速に進む都

市化に的確に対応し、円滑・安全な物流・人流に資する交通ネットワークに関し、中長期

的に制度設計、政策策定ができる人材を育成することが期待されている。 

 

資料6



２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

運輸交通・都市開発に係る政策立案、計画策定に関する関係行政機関の能力が帰国生

により向上する。 

(2)プロジェクト目標： 

増大する運輸交通需要と急速に進む都市化に的確に対応できるよう、対象機関におけ

る運輸交通・都市開発に携わる人材の、ハード面、ソフト面に及び多面的な運輸交通・

都市開発に関する能力が向上する。 

 

（２）目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

目標 学習内容 

①来日前 

来日後の円滑な研究のために

十分な事前準備を実施する 

 

留学生は、広島大学での履修に先立ち、ベトナムの実情に

合わせた専門分野の基礎学力の向上のためのきめ細かな

事前教育により、円滑な研究の準備を行う。その際、電子

メールによるレポートの提出や現地での面接が行われ、そ

の達成度を確認し事前準備に備える。 

②留学中 

運輸交通・都市開発全般にわ

たる幅広い知見を習得する 

留学生は、同学が提供するＰＢＬ（Problem Based 

Learning/問題解決型授業）教育方式により、運輸交通・

都市開発に関する必要な幅広い分野の知識を習得する。 

JDS 生の研究成果を対外的な

場で発表し、客観的評価を受

ける 

留学生は、同学で行った自身の教育・研究成果を客観的に

自己評価するために、様々な分野，特に関連する学会・シ

ンポジウムにおいて開発途上国の発展に資する研究の発

表を行い、学術的な面や政策的な面での客観的評価を受け

ることができる。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、複数教員指導体制の下、ベトナムの都市発展に

直結した研究テーマを取り上げ、開発課題に対する取り組

みの基本方針に沿って論文作成を行い課題に対する解決

策を考察する。 

③帰国後 

知識のブラッシュアップ 

 

留学生は、同学のフォローアップ事業として実施される母

国での NGO 等での活動を通じて、先進国の進んだ技術や知
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識の普及活動の取り組みを行うことのできる「リーダー」

となることが期待され、留学で得た知識を活用することが

できる。 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 4 名 ×4 ヵ年 ＝ 16 名  

2010 年（～2012 年修了）：4名  

2011 年（～2013 年修了）：4名 

2012 年（～2014 年修了）：4名 

2013 年（～2015 年修了）：4名 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（派遣前留学生の英語力強化） 

③事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において運輸交通・都市開発に関する業務に従事する正職員 

・運輸交通・都市開発に関する業務に 2年以上の専門的（＊）な実務経験を有すること（3

年以上が望ましい） 

（＊：都市計画策定、幹線交通網整備、都市交通整備、交通安全） 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 
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３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

広島大学大学院 国際協力研究科 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

・文部科学省国費留学生（修士）（平成 20 年度：10 名、平成 21 年度：4名（計画）） 

・私費留学生（修士）（平成 20 年度：37 名、平成 21 年度：22 名（計画）） 

 

（３）プログラム概要 

本事業では、都市の発展段階や文脈などに応じて、道路網や公共交通機関ネットワーク

といったハード面の整備を促進すると同時に、既存インフラの有効活用を前提とする交通

需要管理といったソフト面の施策も着実に進め、産業立地、土地利用、居住・市民生活や

環境などとの相互作用を考慮に入れながら、増大する運輸交通需要と急速に進む都市化に

的確に対応できる人材を育成する。 

プログラムの内容として、研究科の共通科目として環境管理技術特論、開発科学専攻学

生に対する科目として国際環境協力学特論Ⅰ、Ⅱ、国際協力プロジェクト演習、開発技術

論を提供する。専門科目については、地域・都市工学、交通計画、交通工学、観光政策と

地域開発工学をコア科目として、サスティナブル建築論、環境計画論、地盤防災工学、建

設防災学、環境シミュレーター、環境モニタリング論、資源植物学などの関連科目を提供

する。また、環境資源経済論や経済開発論のような他のコースの講義を受講することも可

能である。教育方法として、ＰＢＬ教育方式を重視しており、研究指導としては、研究科

設立以来、採用し続けている複数分野をまたがる複数教員指導体制をとる。修士論文研究

では、以下のようなトピックを研究テーマとして取り上げ、当該開発課題に対する取り組

みの基本方針に沿って、帰国後、ベトナムの持続可能な都市発展に貢献できる人材の育成

を目指す。 

 移動の利便性と都市の健全な成長を両立する公共交通指向型都市開発の研究 

 交通需要管理を前提とする総合都市交通システムの構築 

2008 年度より文部科学省科学技術振興調整費による戦略的環境リーダー育成拠点形成

プログラム「低炭素社会を設計する国際環境リーダー育成」（国際環境リーダー育成プロ

グラム）を実施しており、サブ・プログラムのひとつとして「都市システムデザイン」が

ある。この構成メンバー（開発科学専攻所属教員）を中心に JDS 学生の教育・研究指導を

英語で行う。原則として、JDS 学生は本研究科の開発技術コースを履修する。 
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人材育成支援無償（JDS）事業 サブ・プログラム基本計画（案） 

 

サブ・プログラムの基本情報 

１．国名：ベトナム 

２．サブ・プログラム名（JDS 重点分野）：生活・社会面の向上と格差是正 

３．運営委員会：教育訓練省、計画投資省、日本大使館、JICA ベトナム事務所 

 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：生活・社会面の向上と格差是正 

２．コンポーネント名（JDS 開発課題名）：農業農村開発政策 

３．主管省庁 ： 教育訓練省 

４．課題別主管省庁：農業農村開発省 

５．対象機関：農業農村開発省、国立農業政策立案所（各省傘下機関）教育訓練省、 

その他大学・研究機関 

 

（２）背景 

ベトナムでは、工業化の進展の中で、中心産業のひとつである農林水産業はGDPの 20.4％

（2006 年）を占めるに過ぎず、その割合は年々低下しているが、同分野の就業人口は、全

体の 52.1％（2006 年）を占めているうえ、人口の 4分の 3が地方農村部に居住しており、

ベトナム社会・経済の発展におけるインパクトは依然大きい。特に、地方農村部は、食料・

原材料の供給元、また工業品の市場としての役割を担っているうえ、自然環境の保全、社

会の安定化（都市への流入速度の抑制、セーフティーネット）等、国の社会・経済の持続

的発展の観点からも重要な位置づけを有している。農林水産業について、WTO 加盟に伴い

生じている状況を考慮しつつ、地方部貧困層に配慮した政策・制度面の改善及び技術の向

上を支援するほか、農産物加工業等の農村部の地場産業育成、観光開発、自然資源の活用

等、農村部の生計手段の多様化により、包括的な生計の向上を図ることが必要となってい

る。農業農村開発省は職員の研修・能力向上ならびに農業分野の人材育成を首相決定 

74/2001/QD-TT 号に基づき実施している。2006 年から 2015 年の農業分野の人材育成計画で

は 90 名の博士、220 名の修士号の取得を目標としており、このうち 30％が農業農村開発省

の部局から輩出することを想定している。修士号の分野としては、Cultivation

（Bio-technology） 66 名、Irrigation 62 名、Forestry 31 名、Livestock raising and 

veterinary 22 名、Agriculture and rural development economics 14 名等。 

 

（３）我が国の援助との関係 

対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）の基本方針の 4 つの柱の一つである「社会・

生活面の向上と格差是正」において、人口の 4分の 3を占める地方農村部住民の生計向上
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を目的とした包括的な支援を行うとする「地域開発・生計向上」を具体的な援助の方向性

として掲げており、本コンポーネントはこれに合致する。 

JICA は、貧困削減の重点地域である北部山岳地域（とりわけ北西部）、中部高原地域、

メコンデルタ地域の開発に取り組むとともに、WTO 加盟に伴う農林水産業に対する環境の

変化や影響を考慮しつつ、地方部貧困層に配慮した政策・制度面での改善、技術の向上の

支援の他、地場産業育成や観光開発、自然資源の持続的活用等、農村部の生計手段の多様

化を支援している。 

本コンポーネントにおいては、上述の点を踏まえ、技術協力プロジェクト等と有機的に

相互連携しながら、農業農村開発政策の立案・運用に係る人材を育成することが期待され

ている。 

 

２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

ベトナム国が従来達成してきた「成長を通じた貧困削減」のプロセスを継続しつつ、地方

部貧困層に配慮した政策・制度面での改善に係る関係機関の能力が帰国生により向上する。

(2)プロジェクト目標： 

対象機関における農業政策、農村開発政策にかかる制度整備に携わる人材の、各種技術的・

実践的な能力が向上する。 

 

（２）目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

目標 学習内容 

①来日前 

 検討中 

②留学中 

農学関連全般にわたる幅広い

知見を習得する 

留学生は、同学が提供するブロック・モジュールにて、国

際農村開発、農業資源開発、土壌水環境、森林資源生産科

学等の科目を履修、専門的知識を習得する。 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生は、同学が形成している「国際共同教育プラットフ

ォーム」を利用して、海外からの講師も含めた複数大学教

員の連携による「リレー講義」を受講することができ、実

践的な理解を深めることができる。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、修士論文や配属研究室のゼミでの個別指導によ

り、ベトナム固有の問題についての講義を発展・深化させ、
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担当教官とともに、論文作成にかかる解決策を考察する。

  

③帰国後 

 検討中 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 4 名 ×4 ヵ年 ＝ 16 名  

2010 年（～2012 年修了）：4名 

2011 年（～2013 年修了）：4名 

2012 年（～2014 年修了）：4名 

2013 年（～2015 年修了）：4名 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（・特定分野のみへの受け入れ集中を避けるため、ある程度異なる専門性を持

つ候補者の選定。派遣前留学生の英語力と数学力強化） 

③事後活動（同窓会組織の構築。定期的な帰国後の連絡先勤務先の調査。所属機関・対象

機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において農業・農村開発政策に関する業務に従事する正職員 

・農業・農村開発政策に関する業務に 2 年以上の専門的（＊）な実務経験を有すること（3

年以上が望ましい） 

（＊：農村部の生計手段多様化、WTO 加盟後の制度整備他） 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力と数的能力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 
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３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

九州大学大学院 生物資源環境科学府 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

・文部科学省国費留学生（修士）（平成 20 年度：6名、平成 21 年度：8名（計画）） 

・政府派遣留学生（平成 20 年度：1名） 

・私費留学生（修士）（平成 20 年度：11 名、平成 21 年度：6名（計画）） 

 

（３）プログラム概要 

本プログラムでは、ベトナムでの開発課題ニーズとして挙げられている、地域レベルで

の包括的開発、アグリ・ビジネスの促進や共同組合組織の強化、さらにＷＴＯ加盟に対応

した農業関連の専門的人材の養成が想定される。国際的視野を持った農業政策の立案、地

域資源の有効利用、農村・農業経済の活性化、土地・水資源の管理や持続的な森林資源管

理、農林業セクターに係わる広範な問題解決に関する能力の向上を目指す。 

そのために、農業経済、開発経済に関する人材だけでなく、農業土木や森林資源に関す

るプロジェクトも含め、農林業政策立案および実践的課題解決が可能な人材育成を図るこ

とを基本方針とする。 

本プログラムは、このブロック・モジュール制を採用している。各学期を 1ヶ月程度の

ブロックに分けて 3個のブロックで構成し、各ブロックで一つの講義を完結させるもので

ある。従来の 2学期制であれば、夏季休暇か年度末にのみ学生は現地調査を行っていたが、

雨季や乾季、農作業の季節性等のため、現地調査可能な時期が必ずしも調査に適した時期

であったとは限らなかった。しかし、ブロック・モジュール制を導入することで、調査時

期の選択が広がり、充分な現地調査の機会が提供できる。 

ブロック・モジュールの中には、国際農村開発、農業資源開発、土壌水環境、森林資源

生産科学等の科目があり、専門的知識の講義を行う。英語による「国際開発研究特別コー

ス」修士課程を中心に、国際化加速プログラム「国際共同教育プラットフォーム」が昨年

度より開始された。この「国際共同教育プラットフォーム」を利用して、海外からの講師

も含めた複数大学教員の連携による「リレー講義」を行う。 
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人材育成支援無償（JDS）事業 サブ・プログラム基本計画（案） 

 

サブ・プログラムの基本情報 

１．国名：ベトナム 

２．サブ・プログラム名（JDS 重点分野）：環境保全 

３．運営委員会：教育訓練省、計画投資省、日本大使館、JICA ベトナム事務所 

 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：環境保全 

２．コンポーネント名（JDS 開発課題名）：環境 

３．課題別主管省庁：天然資源環境省 

４．対象機関：天然資源環境省、計画投資省、ベトナム科学技術アカデミー、 

農業農村開発省、商工省（各省傘下機関）、教育訓練省、 

その他大学・研究機関 

 

（２）背景 

ベトナムは、海面上昇によるメコンデルタの水没や、中部地域の台風被害の増加など、

気候変動により甚大な影響を受ける可能性が最も高い国の１つである。一方、ベトナム経

済の急速かつ継続的な成長は、エネルギー消費の増大、廃棄物発生量の増加、土地利用の

改変等を誘引し、温室効果ガス発生量の急速な増加が予想されている。このためベトナム

においては、適応策だけでなく、緩和策を含めた気候変動対策の必要性が近年高まってい

る。ベトナム政府は 2002 年に京都議定書を批准しており、2008 年 12 月に気候変動対応に

関する National Target Program（NTP）が政府内の手続きを経て承認され、今後、ドナー

支援を得ながら、NTP を実現していくことが課題となっている。日本はクールアースパー

トナーシップを提唱し、新たな資金メカニズムを構築し、温室効果ガスの削減と経済成長

を両立させ、気候の安定化に貢献しようとする途上国を支援するとしており、ベトナムも

重要な支援先の１つと位置付けられている。長期的かつ包括的な取組みが不可欠な気候変

動分野において、日本が人材育成及びそれを通じた人的ネットワークの構築を行なう意義

は高い。 

 

（３）我が国の援助との関係 

対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）では、「昨今の気候変動問題への一層の国際

社会での議論の高まりを踏まえつつ、各重点分野における協力の実施にあたり、気候変動

対策の視点に留意する」としており、気候変動の緩和（温室効果ガスの排出削減）、気候

変動への適応（地球温暖化の影響への適応）、クリーンなエネルギーの利用促進等への貢

献を重視している。本案件では、これらの気候変動対策の立案・実施に資する人材を育成
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することが期待されている。 

 

２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

持続可能な開発のための環境保全に必要とされる「都市環境管理」「自然環境保全」

「気候変動対策」に係る政策立案、制度改善に関する関係行政機関の能力が帰国生に

より向上する。 

(2)プロジェクト目標： 

対象機関における都市環境管理、自然環境保全、気候変動対策に携わる人材の、ハー

ド面、ソフト面に及ぶ多面的な環境保全・気候変動に関する能力が向上する。 

 

（２）目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

目標 学習内容 

①来日前 

 研究課題の絞り込みを、特に、経済政策関連については、

社会経済データ（公開・非公開）の入手可能性について事

前チェックをしながら指導する。 

②留学中 

環境科学全般にわたる幅広い

知見を習得する 

 

留学生は、必修科目の循環環境学概論、環境共生学概論、

環境倫理学概論、環境実習で環境科学に関する基礎的知見

を幅広く学び、専門科目で、自己の専門性を中心に環境科

学全般にわたる知見を深める。また、インターンシップ（国

内・海外）を通じ、環境政策現場での実践を理解させる。

 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

 

留学生は、専門科目受講や指導教員セミナーに参加して、

気候変動対策として日本および先進国で現在なされ、ある

いは検討されている温室効果ガス排出削減のための諸施

策（たとえば、再生可能エネルギー導入、廃棄物処理の適

正・有効活用、環境教育等の社会的キャンペーン、エコビ

ジネスの普及など）あるいは気温上昇および海面上昇に対

する短期的、長期的対策および政策（マングローブ保全・

再生、農業生産計画、公衆衛生対策、気象予測、防災シス

テムなど）等について自己の研究課題を中心に実践的な理
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解を深める。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、個別に設定した課題に沿った指導教員のチュー

トリアルを通じて研究を行い，セミナーや学会への出席・

報告を通じて，学術的に完成度の高い論文作成を目指す。

研究の学術的な完成度を高め

る効果を補完する 

 

留学生は、学術的な完成度の高い論文作成をするために大

学の提供する下記の企画等に参加し、学業を補完すること

ができる。 

(1) ベトナム固有の問題解決に資する現場研修 

(2) ベトナムにおける環境分野開発援助に関する専門家

によるワークショップ 

国内環境政策現場の視察 3 月頃に、環境科学総合センター（水俣）、釧路湿原、別

海町、北九州市等の視察･見学をおこなう（2泊 3日程度）。

 

海外環境政策視察をかねて海

外提携機関、大学などとの合

同セミナー 

北京大学、雲南大学、台湾科学アカデミー、バングラデシ

ュ Dhaka 大学、BUET、韓国ソウル大学、オランダ・テンバ

ーゲン研究所等と国際セミナーを企画し（毎年 1箇所）、

研究交流を行う（4泊 5日程度）。 

国際シンポジウム 2 年に一度程度、外国人専門家を招聘して国際シンポジウ

ムを企画し、JDS 学生は何らかの形（研究発表、パネリス

ト）でこれに参加する（正味 2日間程度）。 

環境政策インターシップ 環境政策現場に１－２週間程度派遣し、実習プログラムに

基づく実践実習を行う。 

③帰国後 

 修了生のネットワークを構築し、修了生あるいは関連機関

関係者を中心に定期的（4-5 年おき程度）に本国または日

本で環境政策講座を集中開講する（5日間程度）。講師は、

修了生あるいは招聘研究者を含む。 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 5 名 ×4 ヵ年 ＝ 20 名  

2010 年（～2012 年修了）：5名 

2011 年（～2013 年修了）：5名 
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2012 年（～2014 年修了）：5名 

2013 年（～2015 年修了）：5名 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（派遣前留学生の英語力強化） 

③事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において環境保全・気候変動に関する業務に従事する正職員 

・環境保全・気候変動に関する業務に 2年以上の専門的（＊）な実務経験を有すること（3

年以上が望ましい） 

（＊：各種環境汚染対策（水質管理、上水道、排水・汚水処理、廃棄物管理、大気環境管理）、都市環

境管理、自然環境保全他） 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・ 過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 

・ ただし、広い意味での環境に関わる現場経験が実際にあること、その経験に基づく研究

課題設定であることが望ましい。また、派遣機関の特別なミッションを持っている者が

より望ましい。その場合には、各種データについて容易にアクセスできることが前提と

なる。 

 

３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

筑波大学大学院 生命環境科学研究科 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

留学生在籍者総数：241 名 

（うち国費留学生：59 名，ＪＩＣＡ短期研修：6 名，中国高水平事業：15 名，その他の政

府派遣を含む私費：161 名） 
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（３）プログラム概要 

本プログラム（ICEP）では、発展途上国の環境政策・評価に関する専門家だけでなく，

温暖化のリスク解析，生態系の動態解析，小数民族問題等，政策の基礎情報にかかわる分

野，および都市計画，土地利用計画，廃棄物処理等の応用工学分野における多彩な教員を

擁し、ベトナムにおける開発課題ニーズのうち，気候変動対策のための政策・制度，気象・

気候変動予測，省エネルギー・新エネルギー，防災，その他の環境問題に応じることがで

きる。 

留学生・日本人学生を問わず履修できる英語プログラムとして環境科学専攻（前期課程）

および持続環境学専攻（後期課程）に開設され，加えて生物資源科学専攻の開設する持続

的農村開発コース（SRD）をはじめ，他専攻において修得した単位も，上限 10 単位までは

修了要件に含めることができる。 

これらの科目には学内外における実習や海外インターンシップも含まれ，英語カリキュ

ラムだけ遊離させるのではなく，環境科学専攻の伝統であるフィールドワークを重視した

カリキュラム総体の一部をなすべく配慮されている。 

受講生の側からみると専攻のほとんどの教員を知ることができ，特に留学生にとっては，

ICEP 受講生だけでなく一般の日本人学生との交流をもつことができる。 

前期 ICEP のカリキュラムは下記の通りである。 

共通（必修）科目として循環環境学概論、環境共生学概論、環境倫理学概論、環境科学

実習、共通（選択）科目として環境科学実践実習を設定。また、専門（選択）科目として、

個々の留学生の専門性に沿った科目選択ができるように，環境経済学，環境政策論，資源

リサイクル論，環境倫理学，生物多様性論，リモートセンシング，GIS，予防医学，森林保

全論等の幅広い講義科目を常設している。また他専攻から，開発経済学や国際政治学等の

基礎科学や農村計画論や普及論等の関連科目を選択できる。 

以上の講義・実習科目を 1～2年次にかけて修得する。2年次以降は個別に設定した課題

に沿った指導教員のチュートリアルを通じて研究を行い，セミナーや学会への出席・報告

を奨励することにより，学術的な完成度をめざす。 
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人材育成支援無償（JDS）事業 サブ・プログラム基本計画(案) 

 

サブ・プログラムの基本情報 

１．国名：ベトナム 

２．サブ・プログラム名（JDS 重点分野）：ガバナンス強化 

３．運営委員会：教育訓練省、計画投資省、日本大使館、JICA ベトナム事務所 

 

個表１－１ 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：ガバナンス強化 

２．コンポーネント名（JDS 開発課題名）：法制度整備 

３．課題別主管省庁 ： 司法省 

４．対象機関：司法省・最高裁判所・最高検察庁・工業貿易省（各省傘下機関） 

教育訓練省、その他大学・研究機関  

 

（２）背景 

我が国は市場経済下の経済活動の基本となる民法、民事訴訟法等の制定・改正を中心と

した技術協力を実施してきた。これら基本法の整備は相当程度進んだものの、社会経済の

発展にあわせた改正や、下位規範の整備等が必要となっているほか、政令・省令等との間

の整理も必要となっている。また、これら法律を適切に運用・執行できる人材を増やすこ

とも必要となっており、かかる観点から、過去にはベトナム国家大学における日本法コー

スの実施にも協力したところである。こうした中、ベトナムの立法作業を含む立法政策・

司法政策の立案・実行を担う人材が、日本の法・司法制度にかかる知識を得て、その後、

比較法学的視点をもちながら業務に臨むことにより、上記課題の効果的な解決に大きく貢

献することが期待される。また、大学の関係者が日本の法学教育を体験することにより、

ベトナムの法学教育制度の改善や日本法にかかる知識の普及を担い、中長期的な人材の底

上げに貢献していくことも期待される。 

 

（３）我が国の援助との関係 

 対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）の基本方針の 4つの柱の一つである「ガバナ

ンス強化」は、「経済成長促進・国際競争力強化」「社会・生活面の向上と格差是正」「環

境保全」といった、他の 3つの柱を構成する開発課題に対応していく上での基盤となるも

のである。 

特に法整備・司法改革分野においては、これまで、市場経済下における経済活動の基本

となる民法、民事訴訟法等の制定・改正を中心として支援を実施してきたが、これら法律

を適切に運用・執行するための体制と人材は十分ではなく、法令制定・改正作業並びに法
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運用に必要な制度の構築・改善、地方を含む現場レベルの法律運用能力向上、法に関する

情報普及、司法へのアクセス改善などの支援が求められている。こうした中、現在、我が

国は、「法・司法制度改革支援プロジェクト」（2007 年 4 月～2011 年 3 月）を実施し、こ

れら課題の解決を支援しているところである。 

本コンポーネントでは、上記プロジェクトやその後継案件等と有機的に相互連携しなが

ら、「法の支配」の確立・定着を図る人材を育成することにより、ベトナムにおける中長

期的なガバナンスの強化に貢献することが期待されている。 

 

 

２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

ベトナムが自ら定めている法制度整備・司法改革に関する基本方針に沿って、法令制

定、改正作業並びに法運用に必要な制度構築・改善など法整備に係る司法関係機関の

能力が帰国留学生により向上する。 

(2)プロジェクト目標： 

対象機関における法制度整備・司法改革に携わる人材の、同分野における比較法学的

視点を持って法令制定・改正並びに法運用に必要な制度構築・改善に関する能力が向

上する。 

 

（２）プロジェクト目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

【名古屋大学大学院】 

目標 学習内容 

①来日前 

来日後の円滑な研究のために

十分な事前準備を実施する 

留学生は、来日前留学生への事前指導として、英語による

ペーパー作成に必要な英語能力と論文作成能力の向上に

向けた指導を受けることができる。 

②留学中 

法理論全般にわたる幅広い知

見を習得する 

留学生は、大学により提供される、日本法を素材に基本的

な法理論および日本の法律・政治制度等に関する科目を通

じて、自国法制度と日本や他国の法制度を認識し、比較法

学的アプローチにより幅広い知識を習得する。 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生は、これまで実施されている民間企業におけるイン

ターンシップに加えて、設定された課題との関連で実施す
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る必要がある者として、新たに行政・司法インターンシッ

プを行い実践的な理解を深める。また、司法・行政部門の

諸組織による特別講義を受講し、実務的な理解を深める。

論文作成にかかる精度を高め

る 

留学生は、在籍中も継続して、論文作成に向けて英語によ

るペーパー作成に必要な英語能力と論文作成能力の向上

を目的としたフォローアップ講義を受講し、論文作成の精

度を高めることができる。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、修士論文作成において、指導教員の個別的・専

門的チュートリアルによる論文指導と論文執筆講座とを

有機的に結びつけながら、課題とテーマに応じて、場合に

よっては、実務レポート等に変えることができる。同学の

提供する弾力的な論文作成を運用することができる。 

③帰国後 

帰国後の知識のブラッシュア

ップ 

留学生（帰国生）は、現地での実施される専門的でアップ

デートな講義の受講することで、帰国後も大学と継続的に

つながりを持つことができ、知識のブラッシュアップを図

る。 

 

【神戸大学大学院】 

目標 学習内容 

①来日前 

 検討中 

②留学中 

法理論動向にわたる幅広い知

見を習得する 

留学生は、母国の健全な社会発展といった基本的理念の共

有しながら、基礎から高度な法解釈論・立法論におよぶ法

学教育を受けることができる。各人の法学的素養を高め

て、幅広い知識を習得する。 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生は、オムニバス方式による法整備支援にかかわる研

究者や裁判官、検察官、弁護士などの実務家のレクチャー

を受講することができ、ディスカッション等を通じて、実

践的な理解を深める。 

比較研究を通じた、多様な視

点での議論を推進する 

留学生が履修する「制度構築論講座」には、公法分野、経

済法分野、社会法分野でアジア諸国の法制度の比較研究を

専門とする 3名の教員を配置される。留学生は、多様な研

究ニーズを満たすことができ、比較研究を通じ、多様な視

点で議論を推進することができる。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

留学生は、「制度構築論講座」の教員を主たる指導教員と

して専攻する法分野についての個別指導を受けることが
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でき、修士論文作成を通じ、留学生の課題に対する解決策

を考察する。 

③帰国後 

 検討中 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 

③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 5 名 ×4 ヵ年 ＝ 20 名 （名古屋大学：12 名（2.5 年間） 

神戸大学：8名（2年間）） 

2010 年（～2011 年修了）：5名 （名古屋大学：3名、神戸大学：2名） 

2011 年（～2012 年修了）：5名 （名古屋大学：3名、神戸大学：2名） 

2012 年（～2013 年修了）：5名 （名古屋大学：3名、神戸大学：2名） 

2013 年（～2014 年修了）：5名 （名古屋大学：3名、神戸大学：2名） 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（派遣前留学生の英語力強化） 

③事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において法制度整備に関する業務に従事する正職員 

・法制度整備に関する業務に 2年以上の専門的な実務経験を有すること（3年以上が望ま

しい） 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 
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３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

名古屋大学大学院 法学研究科 

神戸大学大学院 国際協力研究科 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

【名古屋大学大学院】 

（平成 20 年度実績） 

国費留学生 48 名（内訳： 学部 1名、研究留学生 4名、修士 22 名、博士 20 名） 

JICA 長期研修員 3 名（ラオス／修士 2名、博士 1名） 

円借款 1 名（インドネシア修士希望） 

中国国家高水準大学院生 4 名（博士・研究生） 

私費留学生 45 名、交換留学生 10 名 

 ※ 平成 21 年度計画…前年度実績とほぼ同じ 

【神戸大学大学院】 

（平成 20 年度実績） 

国費留学生（修士）3名（ボリビア、ブラジル、モンゴル）  

私費留学生 ４名（モンゴル、ベトナム、ウガンダ、中国）  

インドネシア・リンケージ・プログラム ７名 

（平成 21 年度計画） 

国費留学生（修士）１名（カンボジア） 

私費留学生 ６名（中国、台湾、モンゴル、べトナム、タイ） 

 

（３）プログラム概要 

【名古屋大学大学院】 

「指導の基本方針」はベトナムにおける法学若手人材の育成をつうじて、ベトナムにおけ

る「法の支配」、「ガバナンスの向上」を確保しうる体制の確立に寄与することである。

法政策、立法、および法執行の企画・立案と実施の能力向上、および、法制度の背景にあ

る法理論を比較法的に、あるいは、歴史的に探究し、より高度な教育・研究能力を身につ

けさせこととする。ＪＤＳ留学生が所属するプログラムは、アジアの体制移行国や発展途

上国における法整備事業及びその事業の担い手の育成に貢献しうる人材を育成するもので

あり、英語による法学教育を行う。 

ＪＤＳ留学生には、上記基本方針に従って、日本法を素材に基本的な法理論を学ぶ授業

科目を提供し、並びに、日本の法律・政治制度等に関する授業科目を提供することにより、

自国の法制度と日本を含む他の国からの留学生の出身国の法制度との比較法的学習が可能

となる多様な授業科目を展開する。さらに、より専門的に経済の基本理論を学習するため

に、経済学研究科との連携協力により、経済関係の基礎教育を行う授業 6科目を提供し、

講義形式をとりつつも議論の展開を重視する講義演習形式をとる。 
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修士論文については、指導教員による個別的・専門的チュートリアルによる論文指導と、

論文執筆講座とを有機的に結びつけながら指導を行う。 

 その他、インターンシップを導入し、実際的な問題を素材にして日本の司法制度の機能

及び運用のレベルにまで触れることにより、教育・研究を通じて得た知識を生きて身につ

けさせ、及び専門的・実践的な問題解決能力を練成することを目指す。 

 

【神戸大学大学院】 

本プログラムではベトナム人官僚・法曹・研究者等を留学生として受け入れ、さらに多

くの問題状況について共通点を有する近隣発展途上諸国からの留学生をも交え、相互の意

見や知見の発展的交流、「法の支配」や民主主義、母国および地域の健全な社会発展とい

った基本的理念の共有を進める。 

法律学に加えて政治学、行政学、教育学、経済学を専門とする専任教員を擁し、すべて

の教員が英語による講義を開講し、留学生が専攻分野以外の講義を英語で受講できる学際

的な研究環境を提供する。その上で Law and State Building、 Law and Economic 

Development、 および Law and Social Development を基幹科目として受講させ、それぞ

れの領域での最新の法理論動向を習得できる。 

また、毎年開講している「法整備支援論」において毎回オムニバス方式で法整備支援に

かかわる研究者や裁判官、検察官、弁護士などの実務家を招聘し、留学生とのディスカッ

ションの場を設けている。 

さらに、ベトナム法整備支援の本邦研修を傍聴し、我が国の法制度整備支援の理念と手

法を共有する機会を設けている。これらは、法務省法務総合研究所国際協力部の協力によ

って実現されたものである。 

これらに加えて、毎年海外の研究者を客員教授として半年程度招聘して Special Lecture 

on Institution Building を開講し、諸外国の法制度整備支援の理念と経験を学ぶ機会を

提供している。 

資料6



個表１－２ 

１．サブ・プログラム／コンポーネントの概要 

（１）基本情報 

１．サブ・プログラム名（JDS 重点分野名）：ガバナンス強化 

２．コンポーネント（JDS 開発課題名）：行政改革 

３．課題別主管省庁 ： 内務省 

４．対象機関：内務省、政府監査院、地方人民委員会、国会事務局、 

ホーチミン国家政治行政学院 

（各省傘下機関）教育訓練省、その他大学・研究機関 

 

（２）背景 

行政改革マスタープランに基づき、One Stop Shop や苦情申し立て制度の導入等、利用

者のニーズに合致した行政サービス提供の改善、公務員制度改革、政府機構改革等の取り

組みが進められているが、改革プロセスは同マスタープランの想定に比して、全体的に大

きく遅れている。また、地方分権化が進展する中、地方政府は開発計画策定や年度予算策

定、ODA 案件の企画立案・実施等において主体的な役割を果たすことが期待されており、

地方政府の行政能力向上が課題となっている。 

また汚職問題はかねてより進出企業がベトナムで経済活動を行う上での阻害要因と認識

されており、2006 年の Transparency International による汚職度インデックスでも全 163

カ国中 111 位と評価は依然として低い。2006 年の交通運輸省の汚職問題（PMU18 問題）、

2008 年の PCI 事件を契機に国民的関心もきわめて高まっており、首相を長とする国家反汚

職委員会の設置等、汚職撲滅に向けた改革も進められているが、汚職の蔓延は行政の上層

部から末端まで根強いとされ、中長期的な取り組みが必要である。 

 

（３）我が国の援助との関係 

対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）の基本方針の 4つの柱の一つである「ガバナ

ンス強化」は、「経済成長促進・国際競争力強化」「社会・生活面の向上と格差是正」「環

境保全」といった他の 3つの柱を構成する開発課題に対応していく上での基盤となるもの

である。我が国は汚職対策を含む健全なガバナンス体制の確立のために、行財政改革と、

法整備・司法改革の支援を行っている。 

行政改革については、ベトナム政府が進める行政改革マスタープランに基づき、行政マ

ネジメント能力の向上や税務行政実務等の公共財政管理等の分野で、中長期的な視点に立

って制度整備、組織強化、人材育成に資する協力を行うことが求められており、本コンポ

ーネントにおいては、透明性の高い行財政体制の実現、地方分権化への対応強化に貢献す

る人材を育成することが期待されている。 
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２．協力の枠組み 

（１）案件目標 

(1)上位目標 

制度改善に向けた政策レベルでの働きかけを行いつつ、透明性の高い行財政体制の確立、

地方分権化への対応力の強化が帰国生を通じて実現する。 

 

(2)プロジェクト目標： 

対象機関において、中長期的な視点で制度整備、組織強化、人材育成に携わる人材の、税

務行政実務等公共財政管理等に関する能力が向上する。 

 

（２）プロジェクト目標の指標 

①帰国留学生の修士号取得 

②帰国留学生の当該政策策定・制度構築に関連する部署への配属 

 

（３）活動 

目標 学習内容 

①来日前 

 検討中 

②留学中 

ガバナンス全般にわたる幅広

い知見を習得する 

留学生は、政治・行政、経済・財政の３分野に加え、それ

らの現状を把握、理解するための豊富な政策研究科目を履

修することができ、ガバナンスをめぐる諸相を理解するこ

とができる。 

実務面に直結した実践的な理

解を深める 

留学生の研究テーマに関連した国内外の研究者招聘によ

る特別講義の受講し、日本国内における公共政策の現場視

察と関係者との意見交換を通じて研究テーマの実践的理

解を深める。 

論文作成を通じた課題に対す

る解決策を考察する 

他の留学生並びに日本人学生との知的交流を深めるため

の論文ワークショップの受講、研究成果の質的向上を目指

す補助プログラムとして論文執筆特別講座を受講するこ

とができ、修士論文の質を向上させることができる。 

③帰国後 

 検討中 

 

（４）－１ 日本側の投入 

①受入大学による事前・事後・留学中の特別活動の経費（現地での活動を含めた事前指導、

特別講義・ワークショップ等の実施、帰国後のフォロー等） 

②留学に係る経費（渡航費、本邦滞在中の奨学金、検定料、授業料等） 
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③留学中の支援経費（モニタリング、各種生活支援等） 

 

（４）－２ 投入期間・人数 

1 バッチ 5 名 ×4 ヵ年 ＝ 20 名 2 年間の修士課程 

2010 年（～2011 年修了）：5名 

2011 年（～2012 年修了）：5名 

2012 年（～2013 年修了）：5名 

2013 年（～2014 年修了）：5名 

 

（５）相手側の投入 

①留学生の派遣 

②事前活動（派遣前留学生の英語力強化） 

③事後活動（所属機関・対象機関における留学で習得した知識の普及機会の設定） 

 

（６）資格要件 

①職務経験等 

・対象機関において行政能力向上、公共財政管理に関する業務に従事する正職員 

・行政能力向上、公共財政管理に関する業務に 2年以上の専門的（＊）な実務経験を有す

ること（3年以上が望ましい） 

（＊：公務員制度改革、政府機構改革、投資・経常支出の統合管理強化、債務管理強化等） 

②その他： 

・修士課程で研究を行うに十分な英語力を有すること 

・ベトナム国籍を持つこと 

・22 歳以上 35 歳未満（当該来日年 4月 1日現在） 

・現在奨学金を受給していない、または今後受給する予定がないこと 

・過去にベトナム国政府または他国政府の奨学金を得て留学し、修士号を取得していない

こと 

 

３．実施体制 

（１）留学生の受入大学 

明治大学専門職大学院 ガバナンス研究科 

 

（２）受入大学の国際協力事業の実績 

（平成 20 年度実績） 

国際協力機構（JICA）長期研修員 2 名（ベトナム） 

マレーシア国費留学生 2 名 

（平成 21 年度実績（4月入学）） 

国際協力機構（JICA）長期研修員 5 名（カンボディア２名、ベトナム１名、タンザニア２
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名） 

マレーシア国費留学生 １ 名 

 

（３）プログラム概要 

本研究科では、地球規模の諸問題に関連する各専門分野のディシプリンを高めるととも

に、特に戦後における日本をはじめとする各国の経済発展、政治・行政改革等の事例分析

を踏まえ、政府、民間企業並びに市民がどのように社会運営に携わるべきかといった政治・

行政のガバナンスやコーポレートガバナンス等の諸問題を研究することを目的としてい

る。 

その対象分野は、国際的（グローバル）であると同時に地域的（ローカル）であり、「公

共政策プログラム」「国際開発政策プログラム」「コミュニティ・マネジメントプログラ

ム」を核とし、グッド・ガバナンス（Good Governance） 公共経営（Public Management）

地方分権（Decentralization）市民参加（Citizen Participation）持続的開発（Sustainable 

Development）開発経済協力（Economic Development Corporation）地域開発（Regional 

Development）貧困削減（Poverty Reduction）危機管理（Crisis Management）といった世

界が直面している現代の課題に直結した重要かつ喫緊のテーマを取り扱う。また、JDS 留

学生は自国の行政官であることに鑑み、また日本に学ぶ意義を踏まえ、日本の行政等の現

場視察と関係者との意見交換を盛り込んだ「政策分野研究」のカリキュラムの充実を図っ

ている。 

ベトナムの当該開発課題に関しては、それらガバナンスに関する体系的な知識をベースに、

特に公共政策プログラムの政府間関係論、地方財政論、地方自治論、公共経営論、政策評

価論や、国際開発政策プログラムの国際開発政策論等の専門分野における高度な知識と実

践的な理論の習得を目指す。また並行して、修士論文執筆に係る科学的な調査・分析手法

を学び、各自の研究を進めるための演習科目を設置し、JDS 留学生の修士論文の質を高め

ることを目標としている。 
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第 1 バッチ（2010 年度来日）の候補者の募集・選考方法 

（ベトナム国） 

 
ベトナム国における第 1 バッチの留学候補者の募集・選考は、以下の通り実施された。 

 

1. 応募者の募集（2009 年 8 月～9 月） 

第１回運営委員会にて了承を得た応募者資格要件、募集要項・応募書類、選考スケジュールに

したがって、現地調査期間中に対象機関に対して以下の募集支援を行った。 

 

(1) 募集要項及び応募書類等の準備 

応募に必要な募集用資料一式として、 

・ 募集要項（1000 部） 

・ 応募書類（1000 部） 

・ 応募勧奨用フライヤー（500 枚） 

・ 応募勧奨用ポスター（500 枚） 

を作成した。 

(2) 応募者選出依頼 

全対象機関に対して、前述の募集用資料一式にカバーレターを添えて配布1するとともに、応

募者選出依頼を行った。 

(3) 説明会の実施 

9 月 1 日に、ベトナム日本人材開発センター（ハノイ）にて募集説明会を開催し、25 名の参

加者を得た。JDS 概要や応募書類の書き方について説明の後質疑応答が行われ、参加者から

は積極的に質問が出された。 

(4) 応募書類の回収方法 

9 月 11 日までに各対象機関から応募書類が JDS プロジェクト事務所2へ提出されたが、公募

期間が短かったことに起因し、一部コンポーネントにて応募数が少なかったため、公募期間を

延長し、9 月 23 日まで応募書類を受け付けた。提出された応募書類数は 84 通であり、提出さ

れた応募書類について、JICE が資格要件や書類不備等を確認したところ、そのうち 81 名の

応募が有効と認められた。コンポーネント毎の対象省庁別有効応募者数は表 1 のとおりである

が、過去 3 年間は汎用性のある分野設定であった為、今年度対象省庁となっている機関以外か

らの応募が目立つ（加えて、公募制を採用していたため、国営企業や民間企業の応募者も多数

含まれている）。今年度は各コンポーネントにおいて対象機関を絞り込み、公務員限定の募集

となっている為、開発課題解決に向けたより直接的に貢献しうる可能性のある対象省庁からの

みの応募となっている。全体の応募人数は少ないものの、各対象省庁から遍く集まったことは、

JDS 事業の対象省庁内に周知されている証左であり、次年度以降、対象省庁内より開発課題

に特化した部署をターゲットにした応募勧奨も検討することができると思料される。 

                                                  
1 要望に応じたデータでの応募書類の提供も実施 
2 JDS プロジェクト事務所：JICE は 2000 年の事業開始当初より、ハノイ市内にプロジェクト事務所を設置し、

留学生の募集・選考、現地語学研修、オリエンテーション、来日手続き等を実施してきた。本調査においても同

事務所を有効に活用している。 
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CP1-1　【成長促進のための制度整備】 【経済分野】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
計画投資省 3 16% 1 14% 3 1 4 2 1 1 8 4
商工省 3 16% 0 0% 2 0 0 0 1 1 3 1
財務省 2 11% 0 0% 4 1 1 1 3 0 8 2
ベトナム国立銀行 2 11% 1 14% 1 0 2 0 0 0 3 0
教育訓練省 9 47% 5 71% 7 1 0 0 7 4 14 5
その他 16 3 6 2 3 0 25 5
合計 19 100% 7 100% 33 6 13 5 15 6 61 17

CP1-2　【運輸交通・都市開発】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
運輸交通省 2 17% 0 0%
建設省 4 33% 1 25%
ハノイ市人民委員会 2 17% 0 0%
ホーチミン市人民委員会 1 8% 1 25%
教育訓練省 3 25% 2 50%
その他
合計 12 100% 4 100%

CP2　【農業農村開発政策】 【農業農村開発分野】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
農業農村開発省 6 38% 0 0% 23 1 2 1 3 0 28 2
国立農業政策立案所 0 0% 0 0% 2 0 0 0 0 0 2 0
教育訓練省 10 63% 4 100% 15 1 12 2 15 3 42 6
その他 10 0 13 2 12 1 35 3
合計 16 100% 4 100% 50 2 27 5 30 4 107 11

CP3　【環境】 【環境政策分野】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
天然資源環境省 12 67% 2 40% 1 0 2 0 3 1 6 1
計画投資省 0 0% 0 0% 1 1 0 0 0 0 1 1
ベトナム国立科学技術アカデミー 0 0% 0 0% 2 1 1 1 1 0 4 2
農業農村開発省 4 22% 1 20% 2 1 1 0 1 0 4 1
商工省 0 0% 0 0% 1 0 0 0 0 0 1 0
教育訓練省 2 11% 2 40% 6 0 6 1 5 1 17 2
その他 3 0 12 1 6 1 21 2
合計 18 100% 5 100% 16 3 22 3 16 3 54 9

CP4-1　【法制度整備】 【法律分野】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
司法省 4 57% 2 40% 3 1 1 1 0 0 4 2
最高裁判所 1 14% 1 20% 0 0 0 0 1 0 1 0
最高検察庁 0 0% 0 0% 0 0 1 0 0 0 1 0
商工省 1 14% 1 20% 0 0 1 1 0 0 1 1
教育訓練省 1 14% 1 20% 5 1 5 0 2 1 12 2
その他 7 1 4 0 7 2 18 3
合計 7 100% 5 100% 15 3 12 2 10 3 37 8

CP4-2　【行政改革】 【公共政策分野】

有効応募者数 ％ 留学生（予定） ％ 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生 有効応募者 留学生
内務省 2 22% 1 25% 1 1 1 1 0 0 2 2
国家監査院 1 11% 1 25% 1 0 0 0 0 0 1 0
地方人民委員会 5 56% 2 50% 0 0 2 0 5 0 7 0
国会事務局 0 0% 0 0% 0 0 0 0 0 0 0 0
国家行政学院 1 11% 0 0% 0 0 0 0 1 0 1 0
教育訓練省 0 0% 0 0% 0 0 1 0 0 0 1 0
その他 13 2 12 3 15 4 40 9
合計 9 100% 4 100% 15 3 16 4 21 4 52 11

表1　第1バッチ　対象省庁別応募者・合格者（コンポーネント別）

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）

〔参考：過去3年の応募者/合格者　（注１）〕
※　ベトナム国では、既存方式7期生より、一部分野において対象を公務員限定として事業を実施している。

〔新方式〕

対象省庁
JDS2010-2011
(新方式１期生)

JDS2007-2008
(7期生)

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2007-2008
(7期生)

対象省庁
JDS2010-2011
(新方式１期生)

JDS2008-2009
(8期生)

JDS2008-2009
(8期生)

対象省庁
JDS2010-2011
(新方式１期生)

JDS2007-2008
(7期生)

JDS2008-2009
(8期生)

対象省庁

(注）作成時点で最終留学候補生が確定していないため。合計が29名となっている

JDS2008-2009
(8期生)

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2010-2011
(新方式１期生)

対象省庁

対象省庁
JDS2010-2011
(新方式１期生)

JDS2007-2008
(7期生)

JDS2010-2011
(新方式１期生)

JDS2007-2008
(7期生)

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）

（注１）有効応募者数、留学生数は「公務員」のみを抽出し、国営企業、民間企業からの人数は含まれていない。

JDS2008-2009
(8期生)

JDS2008-2009
(8期生)

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）

JDS2009-2010
(9期生)

JDS2007-2008
(7期生)

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）

JDS2007～JDS2009
合計

(7期～9期）
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2. 受入大学による書類選考及び結果 

提出された応募書類のうち、資格要件を満たす 81 通の応募書類を各受入大学に送付し、大学教

員による書類選考を実施し（9 月 28 日から 10 月 9 日）、10 月 9 日までに、8 受入大学（研究科）

から書類選考の結果を得た。同書類選考と前後して、英語及び数学の適性試験を実施（9 月 19 日、

29 日）し、書類選考の参考資料として結果を大学側に提供した。 

各試験・選考については、以下の通り実施した。 

(1) ベーシックチェック 

9 月 11 日から 9 月 25 日にかけて、書類選考の事前段階として、応募時に設定された資格要

件、必要な書類、応募書類上の記入間違い等に関して確認し、不明な点に関しては本人または

内容によっては所属先に確認を行った。その結果、ベーシックチェックを通過した応募書類は

81 通であった（表 2 参照）（応募対象外（3 通）の主な理由は、対象省庁以外からの応募と応

募後の出願辞退（2 通）によるもの）。9 月 25 日に応募者へ結果を通知するとともに、JICE

本部を通じて受入予定大学への応募書類の発送を行った。 

(2) 英語試験及び数学試験 

ベーシックチェックを通過した 81 名に対して、書類選考の参考資料として基礎的な学力を

確認するための英語及び数学試験を 9 月 19 日（29 日：追加応募者対象）に実施した。英語は

国際的なレベルを確認するために ITP-TOEFL 試験を受験させ、数学は、過去の JDS 事業で

経済・経営分野での受入実績のある大学が、修士課程レベルに必要な数学能力を確認するため

に作成した問題を利用した。 

いずれの試験の結果についても、選考上の合否の最低ラインは設定せず、各受入大学に対し

て受験者全員分の結果3を選考の参考資料として提供した。 

(3) 書類選考 

審査項目は、学業成績（25 点）、帰国後の知識活用法（20 点）、研究計画（25 点）、推薦状

（10 点）、該当開発課題との合致度（20 点）の 5 項目であり、100 点満点で採点が行われた。

合否判定については審査得点による合否ラインは設定せず、受入大学毎に応募者の順位づけを

行い、各大学の受入予定人数の 3 倍を上限として書類選考通過とした。英語試験及び数学試験

結果の取扱については、合否判定基準の一部とするか参考程度とするか等、入学後に必要な学

力、英語・数学能力の重要性等が大学毎に異なるため、大学側の判断に委ねた。 

以上の結果、4 サブプログラム／6 コンポーネントにおいて、68 名が書類選考を通過した。 

 

3. 受入予定の大学教員による専門面接及びその結果 

その後、10 月 21 日から 10 月 25 日にかけて大学教員による専門面接と、主管省庁及び対象機

関関係者と大学教員との協議が以下の日程で実施された。 

 

 

 

 

 

                                                  
3 数学試験に関しては、採点結果に加えて、解答のプロセスが記載されている解答用紙の原紙も大学側に提供。 
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月日  日程 

10 月 21 日 水 現地着 

10 月 22 日 木 ブリーフィング・オリエンテーション 

  日本関係機関表敬訪問（JICA ベトナム事務所、在ベトナム日本国大使館） 

10 月 23 日 金 課題別主管省庁との協議  

運営委員会との協議 

10 月 24 日 土 専門面接実施【全大学】 

専門面接実施【広島大学、九州大学、筑波大学】 10 月 25 日 日 

現地発 

審査項目は、学問的背景と学習能力（50 点）、留学を成し遂げるための素養（30 点）、ベトナ

ム国の開発に寄与する可能性（20 点）の 3 項目であり、100 点満点で採点が行われた。また、合

否判定は三段階方式（「◎」は積極的に受入れる、「○」は受入可能、「×」は受入不可）で行われ

た。審査得点による合否ラインは特に設定せず受入大学毎に応募者の順位づけを行い、「◎」及び

「○」の候補者のうち、各大学の受入予定人数の 2 倍を上限として専門面接の合格対象者とした。

その結果、68 名の面接対象者のうち 49 名が専門面接を通過した。 

 

4. 運営委員会による総合面接及びその結果 

専門面接に先立ち、10月 19日から 25日にかけて書類審査通過者に対する健康診断が実施され、

68 名全員が留学に支障があるとされる健康上の問題は発見されなかった。 

大学教員による専門面接及び健康診断を通過した候補者に対して、11 月 4 日、5 日に運営委員

による面接が実施された。審査項目は、当該国の開発に寄与する可能性（40 点）、留学の成果を

長期的に活かしていく能力（30 点）、留学を成し遂げるための素養（30 点）の 3 項目であり、100

点満点で採点が行われた。合否については、受入大学毎に応募者の順位づけを行い、各大学の受

入人数を上限として表 2 の通り 29 名が最終候補者として選考された。残り 1 名に関しては、第 2

回運営委員会の議論を経て追加選考が決まっている（詳細については、3-3-1.課題・提言（４）参

照） 

対象省庁別に見る合格者数は表 1 の通りであるが、対象省庁内から広く応募があったものの、

全体的な傾向として、過去 3 年間の傾向の通り、英語力に優位性をもつ教育訓練省所属の大学教

員の合格が顕著となっている。各コンポーネントの中心的存在である課題別主管省庁からの合格

者については、運輸交通コンポーネント、農業農村開発コンポーネントを除き、合格者を輩出し

ている。今後も開発課題解決に中心的役割を担うと思われる課題別主管省庁の人材を中心に広く

対象省庁からの応募者が合格できるよう、国際協力局・人事局を通じて、省庁内での英語力向上、

課題解決意識の向上を推進するよう働きかけを行う必要がある。 
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表
2 

第
１

バ
ッ

チ
応

募
者
の

選
考

結
果
（

サ
ブ

プ
ロ
グ

ラ
ム

別
）

 

 

受
入
予
定

 
人
数

 
サ
ブ
プ
ロ
グ

ラ
ム

 
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト

 
大
学

 
研
究
科

 
応
募
者
数

 
有

効
 

応
募

者
数

書
類
審
査

合
格
者
数

（
＊
１
）

専
門
面
接

合
格
者
数

（
＊
２
）

総
合
面
接

合
格
者
数

最
終
選
考

合
格
者
数

第
1
バ

ッ
チ

 
一
橋
大
学
大
学
院

 
ア

ジ
ア

公
共

政
策

プ

ロ
グ
ラ
ム

 
13

 
13

 
8 

5 
4 

4 
4 

成
長

促
進

の
た

め
の

制

度
整
備

 

国
際

基
督

教
大

学
大

学
院

 
ア
ー
ツ
・
サ
イ
エ
ン
ス

研
究
科

 
8 

6 
6 

6 
3 

3 
3 

1．
経

済
成

長
促

進
・

国
際

競
争
力
強
化

 

運
輸
交
通
・
都
市
開
発

広
島
大
学
大
学
院

 
国
際
協
力
研
究
科

 
12

 
12

 
12

 
7 

4 
4 

4 

2.
 生

活
・

社
会

面
の

向
上

と
格
差
是
正

 
農
業
農
村
開
発
政
策

 
九
州
大
学
大
学
院

 
生

物
資

源
環

境
科

学

府
 

16
 

16
 

12
 

7 
4 

4 
4 

3.
 環

境
保
全

 
環
境

 
筑
波
大
学
大
学
院

 
生

命
環

境
科

学
研

究

科
 

19
 

18
 

15
 

10
 

5 
5 

5 

名
古
屋
大
学
大
学
院

 
法
学
研
究
科

 
5 

5 
5 

4 
3 

3 
3 

法
制
度
整
備

 

神
戸
大
学
大
学
院

 
国
際
協
力
研
究
科

 
2 

2 
2 

2 
2 

2 
2 

4.
 ガ

バ
ナ
ン
ス

強
化

 

行
政
改
革

 
明

治
大

学
専

門
職

大

学
院

 
ガ
バ
ナ
ン
ス
研
究
科

 
9 

9 
8 

8 
4 

4 
（
＊
３
）

5 

 
計

 
84

 
81

 
68

 
49

 
29

 
29

 
30

 

（
＊
１
）
受
入
人
数
の

3
倍
を

目
安

 

（
＊
２
）
受
入
人
数

の
2
倍
を

目
安

 

（
＊
３
）
追
加
選
考

実
施
中
（

20
10

年
1
月
現

在
）
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コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
対

象
機

関
課

題
期

待
さ

れ
る

研
究

テ
ー

マ
正

規
職

員
数

（
人

）
ハ

ノ
イ

市
に

勤
務

す
る

正
規

職
員

数
（

人
）

3
5
歳

以
下

の
職

員
数

（
人

）

1
-
1
.
成

長
促

進
の

た
め

の
制

度
整

備
1

計
画

投
資

省
N
/
A

N
/
A

7
6
0

N
/
A

N
/
A

2
商

工
省

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

3
財

務
省

N
/
A

N
/
A

1
2
9
,
5
6
2

N
/
A

O
v
e
r
1
0
,
0
0
0

4
ベ

ト
ナ

ム
国

立
銀

行
N
/
A

N
/
A

6
,
6
5
8

1
,
6
5
8

N
/
A

1
-
2
.
運

輸
交

通
/
都

市
開

発
5

運
輸

交
通

省
分

野
別

（
道

路
、

鉄
道

、
水

路
、

航
海

・
航

空
）

の
ニ

ー
ズ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

能
力

（
人

事
管

理
、

経
営

管
理

、
公

共
政

策
管

理
）

に
お

け
る

人
材

育
成

ニ
ー

ズ
N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

6
建

設
省

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

7
ハ

ノ
イ

市
人

民
委

員
会

（
都

市
交

通
P
M
U
)

P
M
U
が

立
ち

上
が

っ
て

か
ら

8
年

の
た

め
、

基
盤

の
人

材
育

成
に

課
題

が
あ

る
。

左
記

人
材

育
成

の
一

環
と

し
て

、
十

分
な

技
術

を
持

っ
た

人
材

が
必

要
で

あ
る

。
6
0

6
0

3
4

8
ホ

ー
チ

ミ
ン

市
人

民
委

員
会

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

2
.
農

業
農

村
開

発
政

策
9

農
業

農
村

開
発

省
①

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
（

農
業

、
森

林
な

ど
さ

ま
ざ

ま
な

テ
ー

マ
に

活
用

可
能

）
、

②
環

境
、

資
源

管
理

、
③

農
業

農
村

開
発

に
お

け
る

政
策

管
理

N
/
A

8
,
5
0
8

N
/
A

O
v
e
r
 
2
,
0
0
0

1
0

国
立

農
業

政
策

立
案

所

1
.
参

加
型

地
域

開
発

と
実

践
的

な
適

切
な

モ
デ

ル
に

お
け

る
方

法
論

2
.
地

域
開

発
過

程
に

お
け

る
工

業
化

と
現

代
化

3
.
実

践
的

な
研

究
能

力
、

適
応

能
力

.
4
.
十

分
な

英
語

能
力

5
.
国

際
社

会
と

の
調

和

1
.
 
適

切
な

農
村

開
発

モ
デ

ル
2
.
 
農

村
開

発
と

内
部

連
携

に
お

け
る

文
脈

の
中

で
の

、
当

事
者

参
加

お
よ

び
工

業
化

、
現

代
化

の
進

め
る

概
念

化
3
.
 
国

際
社

会
、

国
際

組
織

へ
の

関
与

度
の

向
上

N
/
A

N
/
A

N
/
A

3
.
環

境
1
1

天
然

資
源

環
境

省
土

地
管

理
、

鉱
産

物
・

地
質

管
理

、
水

資
源

管
理

、
気

候
変

動
、

環
境

管
理

、
地

図
測

定
分

野
N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

1
2

ベ
ト

ナ
ム

国
立

科
学

技
術

ア
カ

デ
ミ

ー
N
/
A

N
/
A

3
,
6
6
4

N
/
A

N
/
A

4
-
1
.
法

制
度

整
備

1
3

司
法

省
国

際
法

や
新

し
い

法
秩

序
下

に
お

け
る

訴
訟

に
精

通
し

た
公

務
員

集
団

を
構

築
す

る
こ

と

・
国

際
関

係
法

令
関

連
・

告
訴

、
訴

訟
関

連
・

法
秩

序
に

係
る

研
究

9
,
0
0
0

1
,
0
6
9

N
/
A

1
4

最
高

裁
判

所
・

法
制

度
に

お
け

る
透

明
性

の
改

善
・

裁
判

所
構

造
改

革

・
法

令
、

省
令

の
改

正
、

修
正

に
か

か
る

研
究 ・

裁
判

所
改

革
に

係
る

研
究

N
/
A

N
/
A

N
/
A

1
5

最
高

検
察

庁

・
最

高
検

察
庁

が
国

家
検

察
組

織
と

し
て

、
司

法
機

関
の

中
で

新
し

い
司

法
権

に
対

応
す

る
組

織
に

再
編

で
き

る
か

ど
う

か
・

最
高

検
察

庁
が

監
督

、
検

察
機

能
を

も
ち

、
民

事
訴

訟
に

お
け

る
強

力
な

役
割

を
果

た
す

こ
と

が
で

き
る

か
ど

う
か

・
刑

事
訴

訟
法

の
修

正

・
各

国
の

司
法

制
度

に
お

け
る

、
司

法
機

関
の

組
織

と
機

能
に

つ
い

て
の

研
究

・
更

な
る

民
主

化
、

透
明

性
確

保
、

基
本

的
人

権
を

高
め

て
い

く
た

め
の

司
法

訴
訟

の
発

展
に

か
か

る
経

験
と

ベ
ス

ト
プ

ラ
ク

テ
ィ

ス
の

研
究

1
1
,
3
4
7

o
v
e
r
3
,
0
0
0

N
/
A

4
-
2
.
行

政
改

革
1
6

内
務

省
公

務
員

（
幹

部
候

補
生

）
の

中
で

新
し

い
法

律
を

運
用

で
き

る
人

材
が

不
足

し
て

い
る

公
務

員
人

事
評

価
シ

ス
テ

ム
の

改
革

2
5
0

2
5
0

7
5

1
7

国
家

監
査

院
N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

1
8

国
会

事
務

局
N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

N
/
A

1
9

国
家

行
政

学
院

・
研

究
能

力
、

政
策

分
析

能
力

、
情

報
収

集
分

析
能

力
が

不
足

し
て

い
る

・
各

分
野

に
お

け
る

博
士

課
程

の
人

材
が

不
足

し
て

い
る

・
研

究
促

進
、

社
会

調
査

等
を

推
進

す
る

人
材

が
必

要
で

あ
る

。
・

課
題

に
係

る
技

術
に

直
結

す
る

テ
ー

マ
4
2

4
2

2
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1 Profile information on JDS Fellow

Date (year/month/day) / / JDS No.

Name 

/ /

Sex 1 Male 2 Female Age Nationality

University

Faculty

Thesis title 

Title of Master's degree

Duration of stay in Japan (year/month) From / To /

Last degree received before coming to Japan 1 Bachelor 2 Master 3 Doctor

Sector working in before coming to Japan
1 government 2 non-government 3 private 4 semi-government 5 parastatal

Workplace, department and job title before coming to Japan

Type of job responsibility
Please check the closest responsibility of your job (multiple answers may be chosen) 

1. Management 2. Administration 3. Accounting 4. Personnel 5. Planning

6. Overseas 7. Purchasing 8. Business Operation 9. Sales 10. Engineering

11. Production 12. Research 13. Field Operations 14. Public Relations

15. Marketing 16. SE 17. Legal Affairs 18. Financial Affairs 19. Training

評価測定クエスチョネア（来日時実施用）

This questionnaire is conducted three times in Japan (upon your arrival in Japan, a year after your enrollment, and upon
graduation), and once after your return to your home country. The purpose of the questionnaires is to regularly evaluate the
knowledge, skills and abilities JDS Fellows acquire through their studies in Japan in order to help ensure that JDS Fellows are
able to solve development issues of their respective countries. The results of the questionnaires are used solely to improve the
JDS project.
The information collected through these questionnaires is not used for any other purposes than this research, and no personal
information is ever disclosed to any outside parties.

Middle nameFamily name First name
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2 Questions to evaluate skill improvement of JDS Fellows 
What percent would you give yourself for the following skills/abilities/attitude if the skill/ability/attitude-level required by your office 
is 100%? 

2-1 Technical skills, thinking abilities
1 Scientific research/analytical skill (Ability to conduct scientific research and analysis)

2 Logical thinking  (Ability to put matters related to one's work into a logical context)

3 Information collection/processing skill  (Ability to catch and process useful information related to one's work through one's
   experiences or daily life)

4 Learning ability  (Ability to gain knowledge through reading and studying)

5 Problem-solving skill  (Ability to find out the gist of problems and develop and evaluate solutions to solve problems flexibly and
   smoothly)

6 IT skill  (Ability to utilize advanced computer software for data analysis and the making of clear and professional documents)

7 Communication skill  (Ability to communicate one's thoughts and information through speaking, writing, making presentations and
   so on for professional purposes)

8 Negotiation/coordination skill  (Ability to discuss issues and problems with multiple groups and to reach agreements
   Ability to organize and coordinate groups of people in order to ensure they work together well)

9 Decision-making skill  (Ability to make prompt and precise judgments and to make decisions by one's own responsibility for
   the benefit of one's workplace and to avoid unnecessary risk)    

10 Time-management skill  (Ability to organize and manage one's time to complete one's work on time)

11 Idea generating ability  (Ability to generate and develop useful ideas)

12 Practical job-related skills  (Possessing practical skills and knowledge to pursue/develop one's work)
80% 90% 100%40% 50% 60% 70%0% 10% 20% 30%

40% 50%

80% 90% 100%40% 50% 60% 70%0% 10% 20% 30%

0% 20% 90%80% 100%

100%

90%

0% 20% 40%

60%

80% 100%0% 20%

80% 100%0% 20% 40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

90%

60%

80% 100%0% 20%

80% 100%0% 20% 40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

90%80% 100%50%0% 20%

30%

10%

0% 10% 20%

30%

60% 70% 90% 100%

30% 50% 70% 90%

10% 30% 50%

80%

70%60%

60%

40%

10%

10% 30% 50% 70%40% 60%

90%

10% 30% 50% 70% 90%

10% 30% 50% 70%

10% 30% 50% 70%40% 60%

90%

10% 30% 50% 70% 90%

10% 30% 50% 70%

70%40% 60%

80%
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13 Leadership ability  (Ability to lead a team or an organization effectively)

14 Long-term prospects  (Ability to understand and analyze "business" signs from a long-term perspective to imagine possible
     contributions to one's office or one's own career path and to prepare suitable measures)

2-2 Quality
15 Well-rounded education   (Possessing suitable knowledge and experience for understanding and dealing with difficult or complex
     subjects)

16 Ethical sense  (Possessing morals, rules, and principles for behavior)

17 Sense of discipline  (Capability to observe social norms and workplace rules)

18 Sense of responsibility  (Possessing a sense of responsibility to complete one's work on time and a commitment to one's own
     words and actions)   

19 Confidence in tackling work  (Capability to tackle work positively and aggressively in accordance with one's job performance
     and experience)

20 Challenging spirit  (Possessing the spirit or attitude to venture positively into a new area of one's profession or interest and
     to achieve subsequent results)

21 Positive attitude  (Possessing an active mindset, an enthusiastic attitude, and a willingness to volunteer)

22 Desire to achieve goals  (Desire to achieve work- and career-related goals by willingness to attempt and utilize various
     methods)

23 Sense of curiosity  (Desire to know and learn new aspects of one's work)

24 Sense of aspiration  (Desire for achievement in one's job)

2-3 Additional questions
25 (If on a ten-stage level of ability, your office requires a level-five ability, what ability level do you think is required for achieving 

      your academic/research goals? 

5 6 71 2 3 8

100%

60%

4

80% 100%

9 10

40% 50% 100%0% 10% 20% 30%

0% 10% 20% 30%

0% 20%10% 40% 60%

70% 80% 90% 100%

60% 70%

0% 20%10% 30% 40%

50%40%0% 20%10% 30%

50% 100%

90%80% 100%

70% 90%

0% 20% 40%10% 30% 50% 60%

40% 60%10% 30% 50%

0% 20%

80% 100%

90%

90% 100%70% 80%0% 20% 40% 60%10% 30% 50%

20% 40%10% 30% 50% 60% 80%

50% 70%60%

100%

90%80%

90%

10% 30%0% 20%

80%0% 20% 40% 100%

100%40%

90%

60% 70% 80% 90%

80%30% 50% 70%
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level required by the office
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26 What skills and abilities among the following do you think are valuable for your work?
     Score each skill from 0 to 3, the score 3 indicating the most valuable.

1. Scientific research/analytical skill
2. Logical thinking
3. Information collection/processing skill
4. Learning ability
5. Problem-solving skill
6. IT skill
7. Communication skill
8. Negotiation/coordination skill
9. Decision-making skill
10. Time-management skill
11. Idea generating ability  
12. Practical job-related skills 
13. Leadership ability
14. Long-term prospects
15. Well-rounded education
16. Ethical sense
17. Sense of discipline
18. Sense of responsibility 
19. Confidence in tackling work 
20. Challenging spirit 
21. Positive attitude
22. Desire to achieve goals 
23. Sense of curiosity
24. Sense of aspiration
25. Other (specify if any)

3 General opinion of the questionnaires
27 Note any particular criteria you used for your evaluation or any general comments about the questionnaires.
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